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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 (千円) － 1,844,077 1,894,825 1,943,227 2,011,020

経常利益 (千円) － 281,443 300,553 314,527 252,071

当期純利益 (千円) － 162,226 159,471 187,266 124,707

包括利益 (千円) － 162,226 159,471 187,266 130,600

純資産額 (千円) － 687,186 848,658 1,537,187 1,698,465

総資産額 (千円) － 3,915,950 3,989,241 4,564,861 4,649,980

１株当たり純資産額 (円) － 674.37 829.57 594.88 621.25

１株当たり当期純利益金額 (円) － 159.20 156.03 87.24 47.43

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － 75.02 42.82

自己資本比率 (％) － 17.5 21.3 33.7 36.0

自己資本利益率 (％) － 26.3 20.8 15.7 7.8

株価収益率 (倍) － － － 15.99 28.95

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) － 210,744 284,282 358,374 452,819

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) － △196,213 △156,489 353,125 △250,518

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) － △134,768 △108,036 368,500 △198,579

現金及び現金同等物の期末

残高
(千円) － 541,899 561,657 1,641,657 1,645,380

従業員数 (人) － 185 206 200 235

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は、第11期より連結財務諸表を作成しております。

３．第11期及び第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．第11期及び第12期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。

５．第11期以降の連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、明治監査法人

の監査を受けております。

６．当社は、平成26年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。第13期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益を算定しております。

７．第13期の数値は、誤謬の訂正による遡及処理後の数値であります。また、過年度の決算訂正を行い、平成27

年２月17日に訂正報告書を提出しております。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 (千円) 1,407,083 1,443,344 1,501,633 1,577,247 1,718,779

経常利益 (千円) 170,436 193,378 255,440 291,696 289,354

当期純利益 (千円) 26,177 107,886 130,197 174,657 161,951

資本金 (千円) 184,655 184,655 185,655 411,055 430,947

発行済株式総数 (株) 1,043,000 1,043,000 1,047,000 1,292,000 2,696,600

純資産額 (千円) 466,940 554,446 686,644 1,385,842 1,584,363

総資産額 (千円) 3,936,740 3,673,018 3,737,910 4,291,292 4,435,473

１株当たり純資産額 (円) 458.23 544.10 671.20 536.31 578.93

１株当たり配当額

(円)

20 － － 25 15

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 (円) 25.68 105.87 127.39 81.36 61.59

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － 69.97 55.61

自己資本比率 (％) 11.9 15.1 18.4 32.3 35.2

自己資本利益率 (％) 5.8 21.1 21.0 16.9 11.0

株価収益率 (倍) － － － 17.14 22.29

配当性向 (％) 77.9 － － 15.4 24.4

従業員数 (人) 147 87 88 91 108

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第10期から第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．第10期から第12期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため、記載しておりません。

４．第10期の１株当たり配当額は、全額創立10周年記念配当であります。

５．第10期から第11期にかけての従業員数の減少は、主として健康管理事業業務を子会社である㈱バリューヘル

スケアに委託し、提出会社の健康管理事業の従業員が同子会社に出向したことによります。

６．第11期以降の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、明治監査法人の監

査を受けておりますが、第10期については当該監査を受けておりません。

７．当社は、平成26年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。第13期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益を算定しております。
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２【沿革】

　当社は、健康保険組合の設立支援と健康保険組合が行う保健事業のアウトソーサーとして、平成13年７月に設立

し、現在では健康保険組合の設立支援に加え、健康保険組合や企業等の団体に対して、独自に開発したバリューカ

フェテリア®システムを提供し、保健事業や福利厚生事業を通じて、個人の健康管理を支援する「健康管理サービ

ス」を展開しております。

　設立以降の主な沿革は以下のとおりであります。

年月 事項

平成13年７月 東京都渋谷区恵比寿に株式会社バリューエイチアール（現・当社）を設立（資本金1,260万円）、健康

保険組合設立支援に関する業務を受託

平成13年11月 本店を東京都渋谷区恵比寿南に移転

健康保険組合の保健事業を対象としてカフェテリアプラン「バリューカフェテリア®」提供開始

平成14年７月 100％出資の旅行事業会社　株式会社バリューサポート（現・連結子会社）を設立

平成14年８月 個人向けカフェテリアプラン「個人の福利厚生」バリューカフェテリア®サービスを開始

平成15年２月 株式会社バリューネットワークス（現・連結子会社）の株式を100％取得し、労働組合向けの福利厚生

代行サービス「バリューフレンドシップ」を開始

平成15年５月 情報システムセキュリティ管理の認証基準であるBS7799及びISMSの認証を取得

平成15年６月 商号を「株式会社バリューエイチアール」から「株式会社バリューＨＲ」に変更

平成16年３月 （財）日本情報処理開発協会（現・一般財団法人日本情報経済社会推進協会）が運用する「プライバ

シーマーク制度」に基づくプライバシーマーク認定事業者となる

〔認定番号〕A860056(01)

平成16年４月 インターネットで健康診断の予約ができる「健診予約システム」を提供開始

平成16年８月 インターネット上に開設されたマイページで医療費明細を閲覧できる「ＷＥＢ医療費明細システム」

を提供開始

平成17年４月 本店を東京都渋谷区恵比寿に移転

平成17年５月 健康診断業務及び健康管理データを利用した健康管理事業を開始

平成17年９月 インターネット上に開設されたマイページで健康診断結果の閲覧、管理ができる「健診結果管理シス

テム」を提供開始

平成17年12月 ヘルスケアサービスの提供を目的として株式会社バリューヘルスケア（現・連結子会社）を設立

平成19年４月 情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるISO27001及びその国内規格であるJISQ27001

認証取得（BS7799及びISMSからの移行）

平成20年７月 特定保健指導（*1）の運営をインターネット上で管理する「メタボ対策Ｗeb支援システム」を提供開

始

代行機関番号取得（特定保健診査（*2）及び特定保健指導の実施に関する基準第16条第３項の規定に

基づく代行業務を行う者）〔代行機関番号〕91399048

平成21年７月 健康管理事業の拡大に伴い、青森県弘前市にデータセンターを開設

平成22年12月 本社機能を東京都渋谷区千駄ケ谷に移転

平成23年12月 特定保健指導を実施する機関として、特定保健指導機関番号を取得、特定保健指導の受託サービスを

開始〔特定保健指導機関番号〕1321100073

平成25年５月 本店を東京都渋谷区千駄ケ谷に移転

平成25年10月 東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に株式を上場

平成26年11月 東京証券取引所市場第二部へ市場変更

（注）　用語の解説

*1　平成20年４月から「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき始まった、生活習慣病の予防に着目した健診の

結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効果が期待できる方に対し

て積極的支援を行い、生活習慣を改善するためのサポートをいいます。

*2　平成20年４月より「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく、生活習慣病の予防に着目した健康診断のこと

をいいます。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社並びに連結子会社（㈱バリューサポート、㈱バリューネットワークス及び㈱バリューヘルス

ケア）の計４社で構成されており、「バリューカフェテリア事業」及び「ＨＲマネジメント事業」を主な事業内容と

しております。

　当社グループは、「一人ひとりの年齢に応じた健康生活の実現に貢献する事業／サービスを発信し続ける」を企業

理念として、独自に開発したバリューカフェテリア®システムを活用した健康管理サービスの提供を通じて、人々の

健康生活を支援し社会に貢献することを目指しております。

 

　バリューカフェテリア®システムとは、当社がバリューカフェテリア事業でインターネットを通じて提供する各種

サービスの基盤となる健康管理の統合システムです。本システムの利用者である健康保険組合や企業の管理者、これ

らの団体に所属する個人は、それぞれの健康管理の目的、用途に応じて本システムを構成する健康管理各種サービス

から必要なサービスを選択し、利用することができます。なお、健康管理各種サービスを介した個人の利用データ

（カフェテリアプランの利用記録、健康診断の受診記録とその結果等）はすべてユーザーＩＤに紐づく情報として本

システムに格納されます。これにより、健康保険組合や企業の管理者は、加入者や従業員の健康管理の目的に応じ

て、これらの情報を利用履歴管理や分析・レポート機能等の管理機能を用いて横断的に閲覧、利用することができま

す。また、個人の利用者に対しては、カフェテリアプランの利用記録や健康診断結果、医療費明細などの自身の健康

管理に活用できる情報が本システムの利用を通じて提供されます。バリューカフェテリア®システムの概要は次の図

のとおりであります。

 

バリューカフェテリア®システム概要図

 

　バリューカフェテリア®システムをベースに提供する健康管理各種サービス

カフェテリアプラン

健康保険組合の保健事業や企業の福利厚生を対象に健康に関連する各種サー

ビスメニューをインターネット上で提供するサービスです。健診予約システ

ム、健診結果管理システム、ＷＥＢ医療費明細システムを併用して健康管理

のポータルサイトとして利用することができます。

健診予約システム

インターネット上に開設されたマイページからいつでも健康診断の予約を行

うことができます。健康診断を受ける人の利便性と、健康診断の予約に関わ

る管理者の業務の効率化を図ります。

健診結果管理システム

「健診結果票」をデータベース化し、インターネット上に開設されたマイ

ページで健康診断結果を閲覧、管理することができます。利用者の利便性

と、データの一元管理や集計などの管理機能により、管理者の健診結果管理

業務の効率化を図ります。

メタボ対策Ｗｅｂ支援システム

健診結果管理システムと組み合わせて利用する保健指導の運営管理サイトで

す。保健指導対象者への情報提供や保健指導プログラムの申込状況をリアル

タイムで把握でき、効果的な保健指導の運営をサポートします。

ＷＥＢ医療費明細システム

インターネット上に開設されたマイページで医療費明細を管理、閲覧するこ

とができます。利用者の利便性と、紙の医療費通知と異なり情報管理を簡素

化し、発行、配付などの手続きをなくすことで、管理者の業務の効率化を図

ります。
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　当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、「第５　経理の

状況　１連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントと同一の区分であります。

 

(1）「バリューカフェテリア事業」

　バリューカフェテリア事業は、２つの主要事業（「カフェテリア事業」と「健康管理事業」）で構成されます。

「カフェテリア事業」は、当社事業の中核を担うバリューカフェテリア®システムの提供と健康保険組合が行う保

健事業や企業の福利厚生の分野に対して、健康の維持増進を目的とした施策や企業の福利厚生のメニューをカフェ

テリアプランとして提供する業務を行っております。また、「健康管理事業」では、バリューカフェテリア®シス

テムを構成する健康管理各種サービス（健診予約システム及び健診結果管理システム、メタボ対策Ｗｅｂ支援シス

テム、ＷＥＢ医療費明細システム）の提供とこれらのシステムを使った健康管理に付随する事務代行サービス、並

びに健診機関への業務支援サービス等を行っております。なお、バリューカフェテリア事業においては、契約団体

の構成人数に応じたバリューカフェテリア®システム等のシステム利用料及び健康診断の費用精算や結果のデータ

化等の事務代行料等を主な収入としております。

 

(2）「ＨＲマネジメント事業」

　ＨＲマネジメント事業は、健康保険組合のより効率的な運営の支援を目的として、健康保険組合の新規設立支援

のコンサルティング及び健康保険組合事務局の運営支援としての人材派遣等の業務で構成されております。これに

より、健康保険組合の新規設立から、健康保険組合の運営支援まで一貫したサポートを行っております。なお、Ｈ

Ｒマネジメント事業においては、健康保険組合の新規設立支援に係るコンサルティング料と健康保険組合への人材

派遣料等を主な収入としております。

 

　上記のとおりバリューカフェテリア®システムは個人の健康管理のポータルサイトとして、また健康保険組合や企

業の管理者の業務の効率化をサポートする業務支援ツールとしてサービスラインと機能の拡充を続けております。当

社のサービス利用者が「健康管理」を実践する中で求めるニーズを的確に捉え、スピーディにサービス転換すること

でユーザビリティと満足度の向上を両立させるサービスの提供を常に目指しております。

　当社の事業の軸となるバリューカフェテリア®システムは、健康管理に関わる各種サービスと情報管理機能を持ち

合わせた一体型システムであり、継続的な利用によってもたらされる情報の蓄積は当社の事業の強みであります。

　また、バリューカフェテリア®システムの提供を推進するために、健康保険組合の新規設立から設立後の運営支援

としてシステムや事務代行サービスを一貫して提供できることも当社事業の特色であります。

 

（注）　連結子会社の説明

・株式会社バリューサポートは、バリューカフェテリア事業で提供するカフェテリアプランのコンテンツであ

る旅行サービス及びカスタマーサービス業務を行っております。

・株式会社バリューヘルスケアは、バリューカフェテリア事業で提供する健診・健康管理関連サービス及びカ

フェテリアプランのメニューコンテンツであるヘルスケア商品の販売を行っております。

・株式会社バリューネットワークスは、バリューカフェテリア事業においては、福利厚生代行業務を行ってお

ります。また、ＨＲマネジメント事業においては、名古屋以西での人材派遣業務及びコンサルティング業務

を行っております。
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　以上に述べた内容を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

 

＜事業系統図＞

 

 

　（注）矢印（太線）は、当社または当社グループが提供するサービスを、矢印（破線）はその対価を示しております。

また、矢印（細線）は当社または当社グループが外部より受けるサービスを示しております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）      

株式会社バリューサ

ポート

 

東京都渋谷区 25
バリューカフェ

テリア事業
100.0

①　当社がサービス提供し

ている旅行サービス及

びカスタマーサービス

業務を行っている。

②　事業経費の立替

③　役員の兼任４名

株式会社バリューネッ

トワークス

 

東京都渋谷区 30

バリューカフェ

テリア事業

ＨＲマネジメン

ト事業

100.0
①　事業経費の立替

②　役員の兼任３名

株式会社バリューヘル

スケア

（注）２

東京都渋谷区 10
バリューカフェ

テリア事業
100.0

①　当社がサービス提供し

ているヘルスケア商品

の販売及び健診・健康

管理関連サービスの業

務を行っている。

②　事業経費の立替

③　役員の兼任４名

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年12月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

バリューカフェテリア事業 156

ＨＲマネジメント事業 63

報告セグメント計 219

全社（共通） 16

合計 235

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ35名増加したのは、新規健保設立対応のための人員増及び弘前データセ

ンターの体制強化によるものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成26年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

108 41.2 4.9 4,071,420

 

セグメントの名称 従業員数（人）

バリューカフェテリア事業 33

ＨＲマネジメント事業 59

報告セグメント計 92

全社（共通） 16

合計 108

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

４．従業員数が前事業年度末に比べ17名増加したのは、新規健保設立対応のための人員増によるものでありま

す。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は、円滑な関係にあり、特記すべき事項はあ

りません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　業績のご報告に先立ちまして、当社連結子会社である株式会社バリューサポートにおける不適切な会計処理並びに

それに伴う平成25年12月期から平成26年12月期第３四半期までの一部決算訂正により、多大なご迷惑とご心配をおか

けいたしましたことを深くお詫び申しあげます。

　当社グループは、本件を真摯に受け止め、再発防止策を確実に実行しコーポレートガバナンス体制の強化を図り、

株主の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様の信頼回復に鋭意努力してまいりますので、引き続きご支援を賜

りますよう、お願い申しあげます。

　なお、以下の記載にあたりましては、金融商品取引法に基づく過年度決算訂正を反映した数値によっております。

 

　さて、当連結会計年度におけるわが国経済は、経済政策・金融緩和政策への期待感から、企業収益や雇用環境の改

善傾向が続き、緩やかな回復基調となりました。一方で、資源国経済や金融市場での不透明感が増加し、海外景気の

下振れリスクが懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く事業環境は、国策として医療費抑制や予防医療へのさまざまなアクションプランが掲げら

れる中、当社グループが主要な顧客とする健康保険組合では、平成27年度からのレセプトや健診データを活用した効

率的な保健事業の実施、いわゆる「データヘルス計画」が本格開始されます。また、産業保健領域においても、企業

での従業員の健康管理（健康診断の受診と保健指導の実施、メンタルヘルス対策や過重労働対策など）への取り組み

は安全配慮義務、生産性向上、企業価値向上の観点からもますます強化される傾向にあります。

　このような環境の下、当社グループは、「健康管理のインフラを目指す」を事業ビジョンとして、健康保険組合、

企業、個人を対象に、独自のシステムを用いた健康管理サービスを提供しております。当社の健康管理サービスは、

主に健診予約システム及び健診結果管理システム等の機能を有するバリューカフェテリア®システムの提供とこれら

のシステム利用に付随する健康診断や健康行動に関するデータ管理、並びに企業や健康保険組合の健康管理業務のア

ウトソーシングの受託を事業の柱として展開しております。また、健康診断データの管理・分析、健康診断の実施に

係る予約、精算業務などの代行、健康診断結果に基づく保健指導の実施、健診機関への事務支援業務を行う健康管理

事業を運営しております。また、健康管理サービスのほか、健康保険組合の新規設立支援のコンサルティング及び健

康保険組合事務局の運営支援としての人材派遣等の業務も行っております。

　当連結会計年度は、健康保険組合の新規設立支援のコンサルティング業務の受託収入及び設立後の健康保険組合事

務局への人材派遣業務が増加しました。また、企業が実施する健康管理事業において、健康診断の予約や健診結果

データ管理に係るサービス強化を図ってまいりました。一方で、連結子会社である株式会社バリューサポートの旅行

事業－外販部門につき、不適切な会計処理が判明し、その是正を行ったこと等から、貸倒引当金繰入額22,182千円及

び貸倒損失14,012千円が生じました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は2,011,020千円（前年同期比3.5％増）、営業利益は340,067千円（同13.2％

減）、経常利益は252,071千円（同19.9％減）、当期純利益は124,707千円（同33.4％減）となりました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

バリューカフェテリア事業

バリューカフェテリア事業は、健康保険組合、企業等の団体などを対象とした、バリューカフェテリア®システム

とこれを構成する健康管理各種サービス（健診予約システム、健診結果管理システム等）やカフェテリアプランの提

供及びこれらのシステムを使った健康管理に付随する事務代行サービス、並びに健診機関への業務支援サービス等で

構成されております。当連結会計年度は、新規顧客獲得によるシステム利用料収入が増加しましたが、既存顧客のカ

フェテリアサービスの利用が低調であったことなどから、売上高は1,480,093千円（前年同期比0.7％増）となりまし

た。一方で、健康診断関連の代行業務において労務費が増加したため、営業利益は468,726千円（同8.2％減）となり

ました。

 

ＨＲマネジメント事業

ＨＲマネジメント事業は、健康保険組合のより効率的な運営の支援を目的として、健康保険組合の新規設立支援の

コンサルティング及び健康保険組合事務局の運営支援としての人材派遣等の業務で構成されております。当連結会計

年度は、ＨＲマネジメント事業の主要業務である健康保険組合の新規設立のためのコンサルティング業務が増加した

こと及び新たに設立した健康保険組合へ派遣等の業務支援を行ったことにより、売上高は530,926千円（前年同期比

12.2％増）、営業利益は201,848千円（同7.2％増）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ3,722千円増加し、1,645,380千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は452,819千円（前年同期比26.3％増）となりました。これは税金等調整前当期純利

益251,824千円に加えて、営業預り金が増加したことよるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、250,518千円の支出（前連結会計年度は353,125千円の収入）となりまし

た。これは主に、投資有価証券の取得による支出、固定資産の取得によるものであります。なお、前連結会計年度

は353,125千円の収入でありますが、これは預金の担保解除による収入及び敷金及び保証金並びに短期貸付金の回

収によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、198,579千円の支出（前連結会計年度は368,500千円の収入）となりま

した。これは主に、長期借入金返済による支出、配当の支払によるものであります。なお、前連結会計年度は

368,500千円の収入でありますが、これは第三者割当の新株の発行及び自己株式の処分によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(2）受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

金額（千円） 前年同期比　（％）

バリューカフェテリア事業 1,480,093 100.7

ＨＲマネジメント事業 530,926 112.2

合計 2,011,020 103.5

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

　当社グループは、『健康管理のインフラ』を目指し、独自の健康管理システムを用いた健康管理総合サービスを健

康保険組合の保健事業、企業の健康管理事業に提供することで、事業の拡大を図ってまいりました。今後も引き続き

顧客ニーズを的確に捉えた質の高い健康管理サービスの提供、並びに成長の原動力となる高付加価値、高収益サービ

ス化への転換に積極的に取り組んでいくため、以下を重点課題として掲げております。

 

①健康保険組合関連サービスの拡充

　当社グループは、健康保険組合の設立支援コンサルティングから、設立後の事務局支援、保健事業支援を行う唯一

のワンストップ型サービス提供企業グループとして、健康保険組合の置かれた環境に対して、最適なソリューション

を提供し続けることにより、顧客基盤を築いてまいりました。今後も健康保険組合の設立を検討する企業への最適な

提案・コンサルティングサービスの提供とともに、設立後の健康保険組合や既存の健康保険組合が実施する健診事業

やデータヘルス計画分野でのサービス提供実績を積み上げ、健康保険組合や保健事業市場でのマーケットプレゼンス

を高めてまいります。

 

②企業へのアプローチ強化による顧客基盤の拡大

　企業には、労働安全衛生法第66条に基づき、労働者に対して、医師による健康診断を実施し労働者の健康状態を管

理する義務があります。職域での定期健康診断の実施率は年々高まり、労働安全衛生法の観点から企業にも健康確保

の対策として、定期健康診断、メンタルヘルス対策や過重労働対策の推進、健康診断結果等に基づく措置の実施を含

む健康管理（産業保健）活動の推進が求められております。当社グループでは、これまで企業の健康保険組合への

サービス提供の実績ノウハウをもとに、企業向け健康管理サービスの提供を推し進め、顧客基盤の更なる拡大に取り

組んでまいります。

 

③高付加価値システム・代行事務のシステム化による事業の高収益化

　当社グループの健康管理サービスの核となるバリューカフェテリア®システムは、データを活用した効果的な保健

事業・健康管理の実現を支えるため、健康診断結果や健康行動など個人の健康に係るデータを管理・蓄積できる点に

強みを持ちます。また、使う人すべてにやさしいシステムとして、顧客のニーズを積極的に取り入れて進化し続けて

いるシステムでもあります。

　今後も医療費データやデータヘルス計画、健康増進・予防に向けたインセンティブ方策（ヘルスケアポイント制

度）、メンタルヘルスや過重労働対策など健康保険組合や企業に求められる取り組みを支える健康管理システムとし

て、機能拡充を図ってまいります。

　また、当社グループの健康管理サービスは、システムとこれを補完する人的サービスを組み合わせることで、顧客

満足度の高い、よりきめ細かいワンストップサービスを実現しておりますが、健診データ処理をはじめとする代行事

務のシステム化をより一層推進することで、事業収益力の向上を図ってまいります。
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④健診機関との連携強化

　当社グループのバリューカフェテリア®システム、健診予約システムや健診結果管理システムは健康保険組合や企

業のみならず、健診機関への提供実績を持ちます。現在当社グループは全国2300ヵ所の健診機関との連携ネットワー

クを有しておりますが、これらの健診機関の事務処理効率化に向けた健診予約・結果管理システムの提供、健診機関

の顧客サービスの一環としてのカフェテリアプランの提供など、健診事業以外にも連携範囲を広げてまいります。

 

 

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績及び財務状況等（株価などを含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のような

ものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものです。

 

(1）経営成績の変動

　健康保険組合の設立は、厚生労働大臣による許認可事項であり、当社グループでは確度の高い健康保険組合の設

立支援に努めておりますが、当社グループの想定と異なる事業主固有の事情やその他経済環境全体の変動等、何ら

かの要因が発生し、健康保険組合の設立の延期等が生じる場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(2）特定の業務への依存度が高いことについて

　当社グループは、健診予約システム及び健診結果管理システム等の機能を含めて独自に開発したバリューカフェ

テリア®システムを健康保険組合の保健事業あるいは一般企業の福利厚生事業に導入し、運営代行を引き受ける業

務を中心として展開しております。当該システムへの開発投資はソフトウエアとして資産化され、対応するシステ

ム利用料に対してソフトウエア償却費が計上されています。当該システム開発のコストは多額になる可能性があ

り、効率的・効果的なシステム開発が重要な経営課題の一つとなっております。また、当該業務の売上高に占める

割合が高くなるほど、当社グループの採算性は向上することになります。従って、バリューカフェテリア®システ

ム及び健診予約システム及び健診結果管理システムの利用が、期待通り増加しない場合には、当社グループの業績

に多大な影響を及ぼす可能性があります。
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(3）システム上の問題について

　当社グループはインターネットを利用して、ユーザーに対して各種のサービスを提供しております。このため、

業務においてコンピュータシステムに依存する部分が多く、以下のリスクが存在します。

①　システムセキュリティについて

　当社グループの運営しているバリューカフェテリア®サイトにおいては、当社グループのサーバーに顧客情報

をはじめとする様々な情報が蓄積されるため、これらの情報の保護が極めて重要になります。そのため、当社グ

ループでは、これらの情報の消失や外部への漏洩がないよう、ファイアーウォールシステムやデータベースの暗

号化による不正アクセスの防止を行うとともに、サーバー監視を24時間体制で行っております。また24時間に１

度のデータバックアップを実施しデータの喪失を防いでおります。しかし、自然災害や事故、当社グループ社員

の過誤、不正アクセスやコンピュータウィルスなどの要因によって、データの漏洩、データの破壊や誤作動が起

こる可能性があります。このような場合には、当社グループの信頼を失うばかりでなく、バリューカフェテリア

®システム上でサービスを提供する取引先企業など、サプライヤーを含めた顧客等からの損害賠償請求、訴訟に

よる責任追及を受ける事態が発生する場合があり、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

②　システムダウンについて

　当社グループの事業はコンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しており、自然災害や事故などに

より、通信ネットワークが切断された場合には当社グループの営業は不可能となります。また、一時的な過負荷

によって当社グループまたはデータセンターの通信機器が作動不能に陥ることや、外部からの不正な侵入犯罪や

社員の誤操作によってネットワーク障害やシステムダウンが発生する可能性があります。これらの障害対策とし

て、機器障害またはシステムダウン時には、予備の機器またはシステムが作動し、サービス停止時間を最小限に

とどめるように設計されております。また、24時間に１回、定期的にリモートバックアップサイト（沖縄）に

バックアップを実施しており、システム障害によるデータの損失を極力少なくする運用が行われております。当

社グループでは、事故の発生やアクセスの集中にも耐えうるようにシステムの冗長化やデータセンターの二重

化、分散化などの環境整備を継続的に行っていく所存ですが、これらの障害が生じた場合には当社グループに対

する訴訟や損害賠償などで、当社グループの事業の信頼性に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）個人情報の保護について

　当社は、平成16年３月にプライバシーマークを取得し、個人情報保護マネジメントシステム（JIS Q 15001）の

他に、ISO（JIS Q）27001に従った確実な個人情報管理体制を全社的に構築・維持しております。しかしながら、

当社グループは、バリューカフェテリア®サイトを運営しており、個人情報取扱業者として個人情報保護の適用を

受けるものであり、個人情報保護に対する取組みを誤れば、企業の存続に影響する可能性があります。

　当社グループでは、従来からこの問題を特に重視し、以下のとおりの取組みを行っております。

①　個人情報保護方針

Ａ）個人情報に関する法令及びその他の規範を反映した情報管理規程を整備し、それを遵守しております。

Ｂ）個人情報を適正に取り扱うために個人情報管理体制を継続的に見直し、改善しております。

Ｃ）個人情報の収集、利用、提供は、当社グループ業務において必要な範囲内のみで行い、社内の適正な権限を

持った者のみが、アクセス出来るようになっております。また、一般の社員が個人情報を一覧で閲覧出来な

いようにしているなど、個人情報の取扱には万全の管理体制を施しております。

Ｄ）個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏洩等に対し、接続ログの取得、専門業者

による24時間体制でのアクセス監視等の個人情報保護の対策を講じております。

②　個人情報の収集について

　当社グループが運営するバリューカフェテリア®サイトにおいて、利用者は当社グループのサイトに個人情報

を入力し、その情報は当社グループのデータベースに蓄積されます。これらの情報は、バリューカフェテリア®

サイト運営のみに利用し、本人の同意なく第三者に開示することは一切ありません。また、個人情報の利用につ

いてはサイト上で利用規約を明示し、その範囲に関して事前に利用者の承諾をとっております。
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③　個人情報に係るセキュリティについて

　当社グループでは、個人情報に対する不正なアクセスを防止するために、ファイアーウォールシステムやデー

タベースの暗号化、専門業者のネットワークセキュリティ監視システムを導入するとともに、提携サプライヤー

に対して情報を伝達する際には専用線の利用、暗号化された通信経路を利用するなど、セキュリティの向上に努

めております。また、当社グループが提供するサービスやトラブルに対しては、必要に応じて当社グループの責

任者が対応する体制をとっております。個人情報を保管しているサーバーにつきましても24時間管理のセキュリ

ティ設備のあるデータセンターで厳重に管理されております。さらに、社内を対象としたセキリュティポリシー

を策定し、運用しております。

　また、当社グループでは、特定派遣事業を行っており、当社の従業員である派遣スタッフは、他の従業員同

様、定期的に誓約書を提出させ、派遣先の秘密の保持義務その他就業上のルール遵守を確認の上、派遣を行って

おります。

　当社グループは、上記のとおり個人情報の取扱には細心の注意を払っておりますが、当社グループからの個人

情報の漏出を完全に防止できるという保証は存在しません。今後、何らかの理由によって、当社グループが保有

する個人情報が社外に漏出した場合には、当社グループの社会的信頼の低下によるサービス利用者数の減少、当

該個人からの損害賠償請求等が発生し、当社グループの事業及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）法的規制・官公庁の許認可事項について

①　健康保険法その他の法規制

　当社グループはバリューカフェテリア®システムを健康保険組合の保健事業支援システムとして提供すること

を、主要な業務の一つとして展開しております。これらの業務の遂行は規制緩和の流れの中で可能となったもの

ですが、関連の法的規制（健康保険法、健康増進法、医療法、薬事法、食品衛生法、景品表示法、特定商取引

法、ＪＡＳ法、旅行業法その他）が変更されることにより、当社グループとの業務提携によりバリューカフェテ

リア®システム上でサービスを提供している業者あるいは当社グループ自体が、通常のサービス提供に困難をき

たす場合には、当社グループの業務が制約を受けることになります。このような状況が発生した場合には、当社

グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

②　労働関連法規制

　当社は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（以下、「労働者派遣法」

という。）に基づき厚生労働大臣に「特定労働者派遣事業」の届出を行い人材派遣事業を営んでおり、労働者派

遣法に基づく規制を受けております。その他、当社が行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業に適用される

労働基準法等の労働関連法令について、労働市場を取り巻く社会情勢の変化などによる改正ないし解釈の変更な

どがあった場合、当社の事業計画・業績にもその影響を与える可能性があります。

③　インターネット事業に係る規制

　現在、日本国内においてはインターネット及びＥコマースを取り巻く法的規制について様々な議論が行われて

いる状況であり、現時点ではインターネット及びＥコマースを対象とした法令等の規制が整備されつつあるもの

と認識しております。より一層のインターネットの普及とともにインターネットビジネス関連のルールが更に整

備された場合、利用者及び関連業者を対象とした法的規制の実施等により当社グループの業務が一部制約を受

け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④　厚生労働省による許認可

　健康保険組合は、厚生労働大臣の認可により設立することができますが、厚生労働省による許認可手続きが複

雑化し、容易に認可が得られなくなる状況が発生した場合には、当社グループにとって新規顧客の獲得の可能性

が少なくなり、その結果として、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑤　特定健康診査及び特定保健指導の実施に係わる代行機関業務について

　当社の健康管理事業においては、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第16条第３項の規定に基

づく代行業務を行う機関として、代行機関番号（91399048）を取得しております。当社が提供する保険者向けの

特定健康診査・特定保健指導に係る代行業務内容は、１．事務点検、２．請求・支払のとりまとめ、代行、３．

健診・保健指導データの受領、振分、送付、４．その他、健診結果の電子化等であります。しかしながら、代行

機関申請で申告した管理体制が遵守出来ない場合、代行機関番号を取り下げなければならなくなり、特定健康診

査及び特定保健指導の実施に関する代行業務の遂行に支障を来たし、その結果、当社の業績に影響を与える可能

性があります。
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(6）人材の確保について

　当社グループは、優秀な人材の育成のため、経営管理本部が中心となり、意欲を高める評価制度の確立、管理職

のレベルアップ及びスペシャリストの育成などに取り組んでおります。

　今後も、当社グループが業容を拡大していくためには、優秀な人材を確保し、一人ひとりの能力と組織としての

戦力の向上が必要と考えますが、人材の採用・育成が計画通りに進まなかった場合、今後の事業展開に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(7）代表取締役への依存について

　当社は、現在の代表取締役である藤田美智雄によって創業され、同氏は今日に至るまで当社の経営方針の決定、

事業の推進、人材の採用・教育などに重要な役割を果たしており、今後ともこの状態は継続するものと考えられま

す。

　一方当社は、代表取締役からの権限委譲を進める他、経営会議などの合議制による意思決定体制を整えるととも

に、組織そのものをフラットで意思疎通過程がシンプルで分かりやすい構成にしており、組織全体として事業経営

を推進していく体制を整えております。

　しかしながら、何らかの理由により、同氏の業務遂行が困難になった場合には、当社グループの事業推進等に影

響を及ぼす可能性があります。

 

(8）当社グループの規模について

　当社グループは平成26年12月31日現在の従業員数が連結ベースで235名の小規模な組織でオペレーションを行っ

ており、内部監査機能も規模に応じたものとなっております。

　当社グループは、今後の事業の拡大に応じて人員の増強を図るとともに、内部統制のための組織体制を整え、内

部管理体制・内部監査機能の強化を推進しております。しかしながら、適切かつ十分な人的・組織的対応ができな

かった場合は、事業推進等に影響を与える可能性があります。

 

(9）ストック・オプションによる希薄化効果について

　当社は、株主価値の向上を意識した経営の推進を図るとともに、当社グループの業績向上に対する役職員の意欲

を一層高めること等を目的として、ストック・オプション（新株予約権）を発行しております。平成26年12月31日

現在における新株予約権の目的となる株式の数は364,200株であり、発行済株式数に対する割合は13.51％でありま

す。これらの新株予約権が行使された場合は、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、株価形成に影響を及ぼす

可能性があります。

 

(10）重要な競合の状況（有力な新規参入の可能性のある場合等）について

　健康保険組合のカフェテリアプラン導入に関して、いわゆる福利厚生代行会社の提供するサービスと比較される

ことがありますが、当社が提供するサービスは、健康管理の統合システムであるバリューカフェテリア®システム

の提供を軸としており、関連する個人情報管理、カフェテリアプランや健康管理各種サービス（健診予約システ

ム、健診結果管理システム、ＷＥＢ医療費明細システム等）の利用に伴う予約申込・精算・利用履歴の管理、健康

診断の実施に係る業務代行等の業務支援機能を備えたサービスであります。従って、上記福利厚生代行サービスと

提供するサービス内容が異なるため、競合関係にはありません。しかしながら、この市場の成長と認知度の向上に

より、今後、それらの他社もインターネットを通じた類似型のサービスを健康保険組合向けに提供する可能性があ

ります。

 

(11）新規事業立ち上げに伴うリスクについて

　当社グループはバリューカフェテリア事業を更に拡大するために、自社ブランドのサービスの追加を行い、掲載

コンテンツの充実を図っております。また、現状は健康保険組合を中心とする団体へのサービスを主としておりま

すが、それらの団体を脱退する個人をはじめとして、個人向けのサービスへの展開も計画しております。しかしな

がら、新規事業においては、安定して収益を生み出していくまでにはある程度の時間がかかることが想定され、そ

の間、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、新規事業の採算性には不透明な面も多く、予

想通りの収益が得られない場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(12）消費者問題の影響について

　当社グループは、バリューカフェテリア®システム上でカフェテリアプランのサービスメニューを提供する企業

の選別に注意を払っておりますが、消費者がバリューカフェテリア®システムに掲載している商品を購入し、それ

により何らかの被害を受けた場合、その商品を提供した企業に損害賠償等の責任が生じるだけではなく、その商品

をバリューカフェテリア®システムを通じて紹介した当社グループにも取引の場を運営管理する責任があることか

ら、損害賠償等の責任が生じる可能性があります。

 

(13）調達資金の使途について

　当社は、公募による調達資金の使途として、バリューカフェテリア®システム等のシステム増強のために充当す

ることを予定しております。しかしながら、当社グループを取り巻く外部環境の急激な変化等により、当該調達資

金の充当が期待通りの成果を挙げられない可能性もあります。また、そのために当該調達資金が上記対象以外に向

けられる可能性もあります。

 

(14）有利子負債依存度が高いことについて

　当社は、事業展開の拠点となる本社ビルの取得のための設備投資資金を金融機関からの借入により調達してお

り、平成26年12月31日現在における有利子負債残高は1,541百万円で、総資産に占める有利子負債の割合は33.2％

と高い水準にあり、その一部は変動金利による長期資金であることから、今後の金利変動によっては、当社グルー

プの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(15）固定資産の減損リスク

　当社は、現在東京都渋谷区千駄ケ谷に保有する土地建物の一部をバリューカフェテリア事業の健康管理事業では

医療法人社団に対して、またＨＲマネジメント事業の健保事業では健康保険組合事務局スペースとして賃貸に供し

ておりますが、家賃収入の回収が滞った場合には、当該固定資産に対する減損処理が必要になることもあります。

その場合当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）業務提携契約

会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

㈱バリューＨＲ

（当社）
㈱法研 日本

バリューカフェテ

リア®システム

保険者（健康保険組合

及び共済組合）のイン

フラ整備、充実のため

「バリューカフェテリ

ア®システム」の販売

委託及び「バリューカ

フェテリア®システ

ム」で提供する商品、

サービスの開発・提供

平成15年12月２日から

平成18年３月31日まで

（その後１年ごとの自

動更新）

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従って作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与えるような見

積り・予測を必要としております。当社グループは、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づ

き、継続的に見積り・予測を実施しております。

　当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される当社の

重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

 

①　収益の認識

　当社グループの売上高につきましては、バリューカフェテリア事業及びＨＲマネジメント事業ともに関連サー

ビスの提供に基づく収益の場合は契約に基づくサービスの提供時に、旅行業務は出発日に、チケット販売につい

ては主にチケットの引渡し時にそれぞれ収益を計上しております。健康保険組合の新規設立のコンサルティング

契約の収益につきましては、契約締結時より健康保険組合設立準備室開設日までの期間にわたって月割り均等額

を計上しております。

 

(2）経営成績の分析

バリューカフェテリア事業は、健康保険組合、企業等の団体などを対象とした、バリューカフェテリア®システ

ムとこれを構成する健康管理各種サービス（健診予約システム、健診結果管理システム等）やカフェテリアプラン

の提供及びこれらのシステムを使った健康管理に付随する事務代行サービス、並びに健診機関への業務支援サービ

ス等で構成されております。当連結会計年度は、新規顧客獲得によるシステム利用料収入が増加しましたが、既存

顧客のカフェテリアサービスの利用が低調であったことなどから、売上高は1,480,093千円（前年同期比0.7％増）

となりました。一方で、健康診断関連の代行業務において労務費が増加したため、営業利益は468,726千円（同

8.2％減）となりました。

 

ＨＲマネジメント事業は、健康保険組合のより効率的な運営の支援を目的として、健康保険組合の新規設立支援

のコンサルティング及び健康保険組合事務局の運営支援としての人材派遣等の業務で構成されております。当連結

会計年度は、ＨＲマネジメント事業の主要業務である健康保険組合の新規設立のためのコンサルティング業務が増

加したこと及び新たに設立した健康保険組合へ派遣等の業務支援を行ったことにより、売上高は530,926千円（前

年同期比12.2％増）、営業利益は201,848千円（同7.2％増）となりました。

 

(3）財政状態の分析

当連結会計年度末の資産につきましては、流動資産は2,075,508千円（前連結会計年度末は2,164,002千円）とな

り、88,494千円減少しました。これは、売掛金が44,221千円減少したこと及びリース投資資産が57,251千円減少し

たことが主な要因です。固定資産は2,574,471千円（前連結会計年度末は2,400,859千円）となり、173,612千円増

加しました。これは、有形固定資産及び無形固定資産が減価償却費の計上により減少する一方、投資その他の資産

に含まれる投資有価証券が168,300千円増加したこと、敷金及び保証金が29,417千円増加したこと等が主な要因で

す。その結果、総資産は4,649,980千円（前連結会計年度末は4,564,861千円）となり、85,119千円の増加となりま

した。

負債につきましては、流動負債は1,581,378千円（前連結会計年度末は1,354,307千円）となり、227,071千円の

増加となりました。これは、1年以内返済予定の長期借入金66,012千円の増加、預り金65,236千円及び営業預り金

43,758千円の増加等が主な要因です。固定負債につきましては、1,370,136千円(前連結会計年度末は1,673,366千

円)となり、303,230千円の減少となりました。これは、長期借入金が254,115千円減少したこと及びリース債務が

53,248千円減少したことが主な要因です。

純資産につきましては、1,698,465千円(前連結会計年度末は1,537,187千円)となり、161,277千円増加しまし

た。これは、新株の発行(新株予約権の行使)による39,777千円の増加、当期純利益124,707千円の計上、新株予約

権23,200千円の増加、並びに配当金32,300千円の支払等によるものです。
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(4）キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ3,722千円増加し、1,645,380千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は452,819千円（前年同期比26.3％増）となりました。これは税金等調整前当期

純利益251,824千円に加えて、営業預り金が増加したこと等によるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、250,518千円の支出（前連結会計年度は353,125千円の収入）となりま

した。これは主に、投資有価証券の取得による支出、固定資産の取得によるものであります。なお、前連結会計

年度は353,125千円の収入でありますが、これは預金の担保解除による収入及び敷金及び保証金並びに短期貸付

金の回収によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、198,579千円の支出（前連結会計年度は368,500千円の収入）となりま

した。これは主に、長期借入金返済による支出、配当の支払によるものであります。なお、前連結会計年度は

368,500千円の収入でありますが、これは第三者割当の新株の発行及び自己株式の処分によるものであります。

 

(5）経営戦略の現状と見通し

「日本再興戦略」のアクションプランとして、成長実現に向けた具体的な取り組みの一つである「戦略市場創造

プラン」に示された国民の「健康寿命」の延伸に関わるテーマは、健康関連業界の活性化とその市場の拡大が期待

されるものです。それにより、当社の主要顧客である健康保険組合の保健事業の果たす役割はますます重要となっ

ております。

　バリューカフェテリア事業につきましては、バリューカフェテリア®システムを用いた健康保険組合の保健事業

支援を継続するとともに、バリューカフェテリア®システム及び健診予約システムと健診結果管理システム等の健

康管理各種サービスを健診機関に広く活用してもらい業務の効率化や顧客の満足度向上のサービスとして役立てて

もらえるよう、より一層のニーズに応えたサービスラインと機能の拡充を図り、営業活動を強化してまいります。

　産業保健領域では、健診結果の管理サイトとしての機能を活用しながら拡充することでシステムの利用価値を高

めてまいります。

　また、顧客からの処理依頼データを効率的に電子化し、業務の効率化と省力化を図り収益性の向上に努めてまい

ります。

　バリューカフェテリア®システムに含まれるカフェテリアプランにつきましては、利用者のニーズに応えるため

に絶えずサービスメニューの充実を図ってまいります。

　ＨＲマネジメント事業につきましては、健康保険組合のより効率的な運営の支援を目的として、健康保険組合の

新規設立支援のコンサルティング及び健康保険組合事務局の運営支援としての人材派遣等の業務を展開しておりま

すが、健康保険組合の設立支援のコンサルティングに関しては、独自に設立し、運営することのメリット等を周知

する活動を推し進めることで、着実な成果につなげてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、バリューカフェテリア®システムの増強及び拡充などを目的とした設備投資を継続的に行ってお

ります。

　当連結会計年度において、事務所スペースの最適化のための内装工事及びサーバー等の情報機器の購入に投資を

行っております。

 

　当連結会計年度の設備投資（無形固定資産のソフトウエアを含む）の総額は74,129千円であり、セグメント別の主

な設備投資について示すと、次のとおりであります。

 

(1）バリューカフェテリア事業

　事務所移転に伴う内装工事費用5,190千円及びサーバー等の情報機器の購入に18,496千円の投資を行いました。

　なお、上記以外にバリューカフェテリア®システムの構築費（開発継続中）として9,365千円、健診予約システム

の構築費（開発継続中）として1,384千円、健診結果管理システムの構築費（開発継続中）として10,228千円、健

診業務支援システムとして8,953千円、販売管理システムとして5,541千円等の投資をしております。

 

(2）ＨＲマネジメント事業

　事務所転貸に伴う内装工事費用1,592千円の投資を行いました。

 

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありません。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

平成26年12月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

 
その他
（千円）

ソフトウエ
ア（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都渋谷区）

バリューカフェテ

リア事業

土地、建物及

び事務設備等
439,807

773,477
(369.78)

34,236 88,392 1,335,914 33

本社

（東京都渋谷区）

ＨＲマネジメント

事業

土地、建物及

び事務設備等
132,887

249,062

(119.07)
2,964 － 384,914 59

本社

（東京都渋谷区）
管理部門

土地、建物及

び事務設備等
188,681

361,140
(172.66)

9,712 － 559,535 16

（注）１．上記の帳簿価額には、ソフトウエア仮勘定は含まれておらず、「その他」は「工具、器具及び備品」と

「リース資産（有形）」の合計であります。また、消費税等は含まれておりません。

２．上記には、賃貸用オフィスビルが含まれており、賃貸先、賃貸面積、年間賃貸料はそれぞれ以下のとおりで

あります。

賃貸先 床面積（㎡） 年間賃貸料（千円）

医療法人社団バリューメディカル 1,041.60 83,328

トーマツ健康保険組合他 389.28 31,144

合計 1,430.88 114,472

３．上記のほか、連結会社以外からの主な賃借設備として、以下のものがあります。

 床面積（㎡） 年間賃借料（千円）

①　弘前データセンター 475.10 9,210

②　代々木オフィス 772.41 43,461

 

(2）国内子会社

平成26年12月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（千円）
その他
（千円）

ソフトウエ
ア（千円）

合計
（千円）

㈱バリューサポート
本社

（東京都渋谷区）

バリューカ

フェテリア事

業

事務設備等 － 600 2,971 3,571 30

㈱バリューネット

ワークス

 
（大阪市淀川区）

バリューカ

フェテリア事

業

事務設備等 944 597 7,010 8,552 7

㈱バリューネット

ワークス

 
（大阪市淀川区）

ＨＲマネジメ

ント事業
事務設備等 2,216 1,099 － 3,315 4

㈱バリューヘルスケ

ア

 
（東京都渋谷区）

バリューカ

フェテリア事

業

事務設備等 － 50 － 50 87

（注）１．上記の帳簿価額には、ソフトウエア仮勘定は含まれておらず、「その他」は「工具、器具及び備品」であり

ます。また、消費税等は含まれておりません。

２．上記のほか、親会社から代々木オフィスを一部、賃借しております。

 床面積（㎡） 年間賃借料（千円）

①　㈱バリューサポート 175.23 10,557

②　㈱バリューヘルスケア 70.05 3,957

３．上記のほか、連結会社以外からの主な賃借設備として、以下のものがあります。

 床面積（㎡） 年間賃借料（千円）

①　㈱バリューネットワークス 367.67 16,015
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資の主要なものは、基幹システムであるバリューカフェテリア®システムのバージョンアッ

プのための投資であります。それに付随する健診予約システムや健診結果管理システム等への投資も同時に行ってお

ります。また、健診業務支援システムへの投資も続けております。

　なお、当連結会計年度末現在における主要な設備の新設計画は次のとおりであります。

 

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

㈱バリュー

ＨＲ本社

東京都

渋谷区

バリューカ

フェテリア

事業

バリューカ

フェテリア

®システム

180,600 －
自己資本

増資資金

平成27年

１月

平成28年

12月
（注）２

㈱バリュー

ＨＲ本社

東京都

渋谷区

バリューカ

フェテリア

事業

健診予約シ

ステム
88,600 －

自己資本

増資資金

平成27年

１月

平成28年

12月
（注）２

㈱バリュー

ＨＲ本社

東京都

渋谷区

バリューカ

フェテリア

事業

健診結果管

理システム
80,000 －

自己資本

増資資金

平成27年

１月

平成28年

12月
（注）２

㈱バリュー

ＨＲ本社

東京都

渋谷区

バリューカ

フェテリア

事業

健康管理事

業の健診業

務支援シス

テム

21,000 －
自己資本

増資資金

平成27年

１月

平成28年

12月
（注）２

（注）１．上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力につきましては、合理的な算出が困難なため、記載を省略しております。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,344,000

計 8,344,000

　（注）平成26年９月１日付にて実施した株式分割（１株を２株に分割）に伴い、発行可能株式総数は、4,172,000株増

加しております。

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年３月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,696,600 2,722,800
東京証券取引所

市場第二部

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない、当社

における標準となる株式であ

ります。単元株式数は100株

であります。

計 2,696,600 2,722,800 － －

　（注）１．平成26年９月１日付にて実施した株式分割（１株を２株に分割）に伴い、発行済株式総数は1,329,300株増

加しております。

　　　　２．「提出日現在発行数」欄には、平成27年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第11回新株予約権（平成20年12月10日臨時株主総会決議に基づく平成20年12月10日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成26年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年２月28日）

新株予約権の数（個）
653

（注）４

574

（注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
130,600

（注）４

114,800

（注）４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 377 377

新株予約権の行使期間
平成22年12月11日から

平成30年12月10日まで

平成22年12月11日から

平成30年12月10日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　377

資本組入額　189

発行価格　　377

資本組入額　189

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式数についてのみ行なわれ、調整の結果１株に満たない端数がある場合において、これを切り捨て

るものとします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の行使に際して

払込みすべき金額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げま

す。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

なお、当社が時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分等を行う場合（新株予約権の行使に

よる場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとします。

３．新株予約権の権利行使についての条件は以下のとおりであります。

(イ）新株予約権の行使の条件

①　権利行使の時に当社並びに当社子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあること

を要する。

②　新株予約権者の相続人による権利の行使は認めない。

③　権利行使期間到来後といえども、当社の本件新株予約権の目的たる株式が日本国内の金融商品取引所

に上場された後６ヶ月を経過するまでは、行使することができないものとする。
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(ロ）会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①　新株予約権者が、「新株予約権の行使の条件①」欄に規定する条件に該当しなくなった場合、当社

は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が、新株予約権の全部又は一部を放棄した場合、当社は、当該新株予約権を無償で取得

することができる。

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとなる。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。

　（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　再編対象会社の普通株式とする。

　（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、注１．に準じて決定する。

　（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整し

た再編後払込金額に（ハ）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額

とする。

　（ホ）新株予約権を行使することができる期間

　　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

　（ヘ）会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

　　会社が定める新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件に準じて決定する。

　（ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じて

決定する。

　（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

６．平成26年７月15日開催の取締役会に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割によ

り「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」並びに「新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は調整されております。
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第12回新株予約権（平成21年６月29日定時株主総会決議に基づく平成21年６月29日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成26年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年２月28日）

新株予約権の数（個）
14

（注）４

14

（注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
2,800

（注）４

2,800

（注）４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 377 377

新株予約権の行使期間
平成23年６月30日から

平成31年６月29日まで

平成23年６月30日から

平成31年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　377

資本組入額　189

発行価格　　377

資本組入額　189

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式数についてのみ行なわれ、調整の結果１株に満たない端数がある場合において、これを切り捨て

るものとします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の行使に際して

払込みすべき金額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げま

す。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

なお、当社が時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分等を行う場合（新株予約権の行使に

よる場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとします。

EDINET提出書類

株式会社バリューＨＲ(E22470)

有価証券報告書

 27/105



３．新株予約権の権利行使についての条件は以下のとおりであります。

(イ）新株予約権の行使の条件

①　権利行使の時に当社並びに当社子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあること

を要する。

②　新株予約権者の相続人による権利の行使は認めない。

③　権利行使期間到来後といえども、当社の本件新株予約権の目的たる株式が日本国内の金融商品取引所

に上場された後６ヶ月を経過するまでは、行使することができないものとする。

(ロ）会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①　新株予約権者が、「新株予約権の行使の条件①」欄に規定する条件に該当しなくなった場合、当社

は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が、新株予約権の全部又は一部を放棄した場合、当社は、当該新株予約権を無償で取得

することができる。

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとなる。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。

　（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　再編対象会社の普通株式とする。

　（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、注１．に準じて決定する。

　（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整し

た再編後払込金額に（ハ）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額

とする。

　（ホ）新株予約権を行使することができる期間

　　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

　（ヘ）会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

　　会社が定める新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件に準じて決定する。

　（ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じて

決定する。

　（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

６．平成26年７月15日開催の取締役会に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割によ

り「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」並びに「新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は調整されております。
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第13回新株予約権（平成23年12月15日臨時株主総会決議に基づく平成23年12月15日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成26年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年２月28日）

新株予約権の数（個）
954

（注）４

902

（注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
190,800

（注）４

180,400

（注）４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 350 350

新株予約権の行使期間
平成25年12月16日から

平成30年12月15日まで

平成25年12月16日から

平成30年12月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　350

資本組入額　175

発行価格　　350

資本組入額　175

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式数についてのみ行なわれ、調整の結果１株に満たない端数がある場合において、これを切り捨て

るものとします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の行使に際して

払込みすべき金額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げま

す。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

なお、当社が時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の処分等を行う場合（新株予約権の行使に

よる場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

ます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとします。

３．新株予約権の権利行使についての条件は以下のとおりであります。

(イ）新株予約権の行使の条件

①　権利行使の時に当社並びに当社子会社の取締役、監査役、従業員その他これに準ずる地位にあること

を要する。

②　新株予約権者の相続人による権利の行使は認めない。

③　権利行使期間到来後といえども、当社の本件新株予約権の目的たる株式が日本国内の金融商品取引所

に上場された後６ヶ月を経過するまでは、行使することができないものとする。

(ロ）新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①　新株予約権者が、「新株予約権の行使の条件①」欄に規定する条件に該当しなくなった場合、当社

は、当該新株予約権を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が、新株予約権の全部又は一部を放棄した場合、当社は、当該新株予約権を無償で取得

することができる。

４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとなる。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。

　（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　再編対象会社の普通株式とする。

　（ハ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、注１．に準じて決定する。

　（ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整し

た再編後払込金額に（ハ）に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額

とする。

　（ホ）新株予約権を行使することができる期間

　　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

　（ヘ）会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

　　会社が定める新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件に準じて決定する。

　（ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じて

決定する。

　（チ）譲渡による新株予約権の取得の制限

　　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

６．平成26年７月15日開催の取締役会に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割によ

り「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」並びに「新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は調整されております。
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第14回新株予約権（平成26年３月27日定時株主総会決議に基づく平成26年６月13日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成26年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年２月28日）

新株予約権の数（個）
200

（注）３

200

（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
40,000

（注）３

40,000

（注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円）
1

（注）5

1

（注）5

新株予約権の行使期間
平成27年７月１日から

平成28年６月30日まで

平成27年７月１日から

平成28年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,161

資本組入額　581

発行価格　1,161

資本組入額　581

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

譲渡、質入その他の処分は

認めないものとする。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ （注）４

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する

ものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式数についてのみ行なわれ、調整の結果１株に満たない端数がある場合において、これを切り捨て

るものとします。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の権利行使についての条件は以下のとおりであります。

(イ）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下単に「終

値」という。）が、平成26年７月１日から平成27年６月30日までの判定期間について、新株予約権の

割当日の終値に50％を乗じた価額（１円未満の端数は切り捨てる。）を一度でも下回った場合、新株

予約権の行使はできないものとする。

②　新株予約権者は、新株予約権付与時より権利行使時までの間継続して当社又は当社の関係会社の取締

役、監査役又は使用人であることを要する。

③　新株予約権者が当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は使用人の地位を喪失した場合であって

も、以下の各号に定める事由に基づく場合には新株予約権を行使することができるものとする。

(ⅰ)　新株予約権者である当社又は当社の関係会社の取締役及び監査役が任期満了により当該地位を喪

失した場合、喪失した日の翌日から１年を経過するまでの間

(ⅱ)　新株予約権者が会社の承認に基づき関係会社へ移籍した場合

(ⅲ)　上記以外の事由による地位の喪失で取締役会が特に承認した場合

④　（イ）①の判定期間中に相続が発生した場合、新株予約権者の相続人による行使は認めない。ただ

し、新株予約権の行使の条件を満たしている場合で、新株予約権の行使期間中に発生した相続に関し

ては、相続発生後３カ月を経過する日又は行使期間の満了日のいずれか早い日までの間において相続

人による新株予約権の行使を認める。

⑤　新株予約権者が法令又は当社の内部規律に違反する行為を行った場合、新株予約権の行使は認めな

い。

⑥　新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。

(ロ）新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①　新株予約権者が権利行使をする前に、（イ）の定め又は「新株予約権割当契約書」の定めにより新株

予約権の行使ができなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって、当該新株予約

権を無償で取得することができる。

 

EDINET提出書類

株式会社バリューＨＲ(E22470)

有価証券報告書

 31/105



②　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画又は当社

が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画の承認の議案が当社株主総会（株主総会が不

要な場合は当社の取締役会）において承認された場合は、当社は当社の取締役会が別途定める日を

もって、同日時点で権利行使されていない新株予約権を無償で取得することができる。

③　新株予約権者が、新株予約権の全部又は一部を放棄した場合、当社は当該新株予約権を無償で取得す

ることができる。

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとなる。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　（イ）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　新株予約権者が保有する残存する新株予約権の数と同一の数を交付するものとする。

　（ロ）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類及び数

　　新株予約権の目的である株式の種類は再編対象会社普通株式とし、新株予約権の行使により交付する再編対

象会社普通株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ（注）１．に準じて決定する。

　（ハ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に当該各新株

予約権の目的となる株式数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される新株予約権を行使

することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たりの金額を１円とする。

　（ニ）新株予約権を行使することができる期間

　　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権の行使期間の満了日までとする。

５．平成26年７月15日開催の取締役会に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割によ

り「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」並びに「新株予約権の行使

により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」は調整されております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年１月１日～

平成24年12月31日

（注）１

4,000 1,047,000 1,000 185,655 1,000 167,595

平成25年10月３日

（注）２
191,000 1,238,000 175,720 361,375 175,720 343,315

平成25年11月５日

（注）３
54,000 1,292,000 49,680 411,055 49,680 392,995

平成26年１月１日～

平成26年８月31日

（注）１

37,300 1,329,300 13,203 424,258 13,198 406,193

平成26年９月１日

（注）４
1,329,300 2,658,600 － 424,258 － 406,193

平成26年９月１日～

平成26年12月31日

（注）１

38,000 2,696,600 6,689 430,947 6,686 412,879

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　 2,000円

引受価額　　 1,840円

資本組入額　　 920円

払込金総額 351,440千円

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

割当価格　　 1,840円

資本組入額　　 920円

割当先　　　　野村證券株式会社

４．平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づく、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割

による増加であります。

５．平成27年１月１日から平成27年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が26,200

株、資本金が4,806千円、資本準備金が4,790千円増加しております。

 

（６）【所有者別状況】

平成26年12月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 17 25 11 7 3,406 3,467 －

所有株式数

（単元）
－ 435 1,093 2,798 1,455 11 21,166 26,958 800

所有株式数の割

合（％）
－ 1.61 4.05 10.38 5.40 0.04 78.51 100 －
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（７）【大株主の状況】
 

  平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

藤田　美智雄 東京都世田谷区 448,200 16.62

株式会社あまの創健 愛知県名古屋市東区泉２－２０－２０ 128,000 4.74

片切　寛 千葉県市原市 86,000 3.19

バリューＨＲ従業員持株会 東京都渋谷区千駄ケ谷５－２１－１４ 80,100 2.97

BNYM　SA/NV　FOR　BNYM　

CLIENT　ACCOUNT　MPCS　JAPAN

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）　

RUE　MONTOYER　46　1000　BRUSSELS　

BELGIUM

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

67,971 2.51

森嶋　正 神奈川県横浜市青葉区 65,400 2.42

株式会社法研 東京都中央区銀座１－１０－１ 60,000 2.22

吉成　外史 神奈川県横浜市青葉区 52,000 1.92

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 43,500 1.61

三菱UFJキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋１－７－１７ 40,000 1.48

計 － 1,071,171 39.72

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,695,800 26,958 －

単元未満株式 普通株式　　　　800 － －

発行済株式総数 2,696,600 － －

総株主の議決権 － 26,958 －

 

②【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。
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（９）【ストック・オプション制度の内容】

　当社は、ストック・オプション制度を採用しております。

　当該制度は、当社及び当社子会社の役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層高めること並びに

取引先との関係強化を図ることを目的として、会社法に基づき、平成20年12月10日開催の臨時株主総会及び同

日開催の取締役会、平成21年６月29日開催の定時株主総会及び同日開催の取締役会、平成23年12月15日開催の

臨時株主総会及び同日開催の取締役会、また、当社の取締役報酬等のうち金銭でないものとして、取締役のス

トック・オプション報酬額の設定について、平成26年３月27日開催の定時株主総会及び平成26年６月13日開催

の取締役会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

 

第11回新株予約権（平成20年12月10日臨時株主総会決議に基づく平成20年12月10日取締役会決議）

決議年月日 平成20年12月10日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社の取締役　５

当社の監査役　３

当社の従業員 112

外部協力者　　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）役員及び従業員の異動・退職により、本書提出日現在におきまして、付与対象者の区分及び人数は、当社の取締役

６名、当社の監査役１名、当社の従業員69名及び外部協力者１名であります。

 

第12回新株予約権（平成21年６月29日定時株主総会決議に基づく平成21年６月29日取締役会決議）

決議年月日 平成21年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役　１

当社の従業員　13

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）役員及び従業員の異動・退職により、本書提出日現在におきまして、付与対象者の区分及び人数は、当社の従業員

４名であります。
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第13回新株予約権（平成23年12月15日臨時株主総会決議に基づく平成23年12月15日取締役会決議）

決議年月日 平成23年12月15日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社の取締役　４

当社の従業員　24

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）役員及び従業員の異動・退職により、本書提出日現在におきまして、付与対象者の区分及び人数は、当社の取締役

４名及び当社の従業員19名であります。

 

第14回新株予約権（平成26年３月27日定時株主総会決議に基づく平成26年６月13日取締役会決議）

決議年月日 平成26年６月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役　６

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

当社は、事業の成長、拡大による企業価値の向上を最重要課題として認識するとともに、株主の皆様への利益還

元を経営上の重要課題のひとつと考えております。

　また、当社は、期末配当については毎年12月31日、中間配当については6月30日を基準日とする年２回の剰余金

の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、平成27年３月27日開催の第14回定時株主総会において、会社法第459条第１項各号に定める事項につい

て、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨の定款の

変更を行いました。

　平成26年12月期における１株当たりの期末配当金は、普通配当13円00銭に、東京証券取引所市場第二部への市場

変更記念配当２円00銭を加え、合計15円00銭となりました。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成27年３月27日定時株主総会決議 40,449

15

（普通配当13）

（記念配当 2）
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月 平成25年12月 平成26年12月

最高（円） － － － 6,090
3,720

□1,771

最低（円） － － － 2,547
1,880

□1,066

（注）１．最高・最低株価は、平成25年10月４日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、平成26年11月25日より東京証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、平成25年10月４日付

をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありません。

２．□印は、平成26年７月15日開催の取締役会に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする株式

分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 2,543 2,450 □1,197 □1,165 □1,662 □1,771

最低（円） 2,218 2,045 □1,076 □1,066 □1,080 □1,356

（注）１．最高・最低株価は、平成25年10月４日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、平成26年11月25日より東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．□印は、平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株を２株とする

株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締

役）

－ 藤田　美智雄 昭和35年１月20日生

昭和57年４月　アーサー・アンダーセン会

計事務所（現有限責任あず

さ監査法人）入所

平成３年２月　メリルリンチ証券会社（現

メリルリンチ日本証券株式

会社）東京支店入社

平成７年４月　青山監査法人（現あらた監

査法人）入所

平成10年４月　プライスウォーターハウス

コンサルタント株式会社へ

転籍

平成13年７月　当社設立

代表取締役社長就任（現

任）

平成14年７月　株式会社バリューサポート

取締役就任

平成15年２月　株式会社バリューネット

ワークス取締役就任（現

任）

平成17年12月　株式会社バリューヘルスケ

ア取締役就任（現任）

平成26年３月　株式会社バリューサポート

代表取締役社長就任　　

（現任）

（注）４ 448,200

専務取締役
健康管理事業

本部長
飯塚　功 昭和29年11月８日生

昭和52年４月　財団法人日本がん知識普及

協会（現一般財団法人日本

がん知識普及協会）入職

平成10年４月　同協会医療事業部長就任

平成17年５月　当社入社、健康管理事業本

部本部長

平成19年９月　執行役員健康管理事業部長

平成20年６月　取締役健康管理事業部長就

任

平成22年12月　取締役ヘルスケア事業本部

　　　　　　　長

　　　　　　　株式会社バリューヘルスケ

ア代表取締役社長就任（現

任）

平成23年９月　取締役健康管理本部長就任

平成26年３月　専務取締役健康管理事業本

部長就任（現任）

（注）４ 12,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常務取締役
情報システム

本部長
大村　祐司 昭和36年１月23日生

昭和61年４月　ソフトウエアエンジニアと

して個人事業開業

平成13年９月　当社取締役情報システム本

部長就任

平成19年１月　株式会社バリューサポート

取締役就任（現任）

株式会社バリューネット

ワークス取締役就任（現

任）

株式会社バリューヘルスケ

ア取締役就任（現任）

平成19年９月　当社取締役バリューカフェ

テリア企画室長就任

平成20年６月　取締役情報システム部長就

任

平成23年９月　取締役カフェテリア・シス

テム本部長就任

平成26年２月　取締役情報システム本部長

就任

平成26年３月　常務取締役情報システム本

部長就任（現在）

（注）４ 5,600

取締役 営業本部長 佐々木　康介 昭和44年７月５日生

平成６年７月　ヘキストジャパン株式会社

入社

平成９年３月　株式会社光通信入社

平成12年３月　サイエント株式会社入社

平成14年１月　株式会社光通信入社

平成15年７月　当社入社

平成18年１月　カフェテリア事業部長

平成19年４月　営業本部長

平成19年９月　営業部長

平成20年６月　執行役員カフェテリア事業

部長

平成22年６月　執行役員営業推進部長

平成23年１月　執行役員カフェテリア事業

本部長

平成23年９月　執行役員営業本部長

平成25年３月　取締役営業本部長就任（現

任）

（注）４ 3,200

取締役
経営管理本部

長
遠藤　良恵 昭和48年９月12日生

平成14年４月　当社入社

平成19年４月　経営企画室兼カフェテリア

事業部長

平成19年９月　執行役員カフェテリア事業

部長兼コーポレート室マ

ネージャー

平成20年６月　執行役員コーポレート室マ

ネージャー

平成21年６月　執行役員コーポレート室長

平成23年９月　執行役員経営管理本部長

平成25年３月　取締役経営管理本部長就任

（現任）

（注）４ 9,200

取締役

カフェテリア

事業推進本部

長

藤田　源太郎 昭和60年９月22日生

平成20年４月　当社入社

平成23年10月　社長室長

平成25年４月　執行役員社長室長

平成26年２月　執行役員カフェテリア事業

推進本部長

平成26年３月　取締役カフェテリア事業推

進本部長就任（現任）

平成26年３月　株式会社バリューサポート

取締役就任（現任）

（注）４ 3,600
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 吉益　裕二 昭和23年12月６日生

昭和49年11月　トウシュロス会計事務所東

京事務所入所

昭和53年１月　合併により等松青木監査法

人（現有限責任監査法人

トーマツ）へ移籍

平成26年１月　吉益公認会計士事務所代表

（現任）

平成26年６月　みずほ証券株式会社社外監

査役（現任）

平成27年３月　当社取締役就任（現任）

（注）４ 4,000

監査役

（常勤）
－ 神原　剛 昭和25年１月13日生

昭和47年４月　東燃株式会社（現東燃ゼネ

ラル株式会社）入社

平成12年４月　全国信用情報センター連合

会（現日本信用情報機構株

式会社）入社

平成26年３月　当社常勤監査役就任（現

任）

　　　　　　　株式会社バリューサポート

監査役就任（現任）

　　　　　　　株式会社バリューネット

ワークス監査役就任（現

任）

　　　　　　　株式会社バリューヘルスケ

ア監査役就任（現任）

（注）５ －

監査役 － 内木　和富巳 昭和28年１月12日生

昭和57年２月　社会保険労務士内木事務所

代表（現社会保険労務士法

人内木事務所代表社員）

（現任）

平成18年11月　当社監査役就任（現任）

（注）６ 10,000

監査役 － 長澤　康男 昭和25年８月11日生

昭和48年９月　アーサー・アンダーセン会

計事務所（現有限責任あず

さ監査法人）入所

平成元年10月　ケロッグジャパン株式会社

（現日本ケロッグ合同会

社）経理部長

平成４年１月　ヘレンカーチスジャパン株

式会社常務取締役管理部長

就任

平成９年２月　ローム・アンド・ハース・

ジャパン株式会社ジャパン

ファイナンシャルディレク

ター就任

平成10年10月　エスティローダーグループ

オブカンパニーズ株式会社

取締役管理本部長就任

平成16年11月　長澤康男公認会計士事務所

所長（現任）

平成24年３月　当社監査役就任（現任）

（注）６ －

計 495,800

（注）１．取締役　吉益裕二は、社外取締役であります。

２．監査役　内木和富巳及び長澤康男は、社外監査役であります。

３．代表取締役社長藤田美智雄と取締役藤田源太郎は、親子関係にあります。

４．平成27年３月27日開催の第14回定時株主総会の終結の時から平成27年12月期に係る定時株主総会の終結の時

までであります。

５．前任者の辞任に伴う就任であるため、当社の定款の定めにより、前任者の任期満了の時までとなります。

　　前任者の任期は、平成25年８月２日開催の臨時株主総会の終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会

の終結の時までであります。

６．平成25年８月２日開催の臨時株主総会の終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、効率的な経営によって企業価値の最

大化を図るため、経営上の組織体制や仕組み・制度などを整備し、必要な施策を適宜実施していくこと、また

経営の成果を株主や消費者、取引先、従業員といったステークホルダーに適切に配分すること、これらを経営

上の最も重要な課題の一つに位置づけております。

　また、コンプライアンスについても、企業の永続的な発展には欠かすことのできないものと認識しており、

全役職員が高い倫理感を持って法令遵守を徹底することができるよう実践を進めてまいります。

 

①　企業統治の体制の概要等

イ．会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しており、会社法に規定する株主総会、取締役会、監査役会を会社の機関として

設置しております。

　取締役の任期は、事業年度ごとの経営責任の明確化を図るために１年とし、毎年の定時株主総会において

取締役としての信任を問う体制としております。

ａ．取締役会

　当社の取締役会は７名で構成されており、うち１名は社外取締役であります。毎月１回開催される定時

取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営及び事業運営に関する重要事項や法令で定め

られた事項に関する意思決定をしております。

ｂ．監査役会

　当社の監査役会は監査役３名で構成されており、うち２名は社外監査役であります。監査役は、監査役

会で定めた監査方針、監査計画に従い、取締役会と経営会議への出席、重要な文書の閲覧、取締役からの

業務の報告聴取、実地調査等を通じて、業務執行の全般にわたって監査を実施しております。

　また、内部監査室とは毎月１回の頻度でミーティングを行い、内部監査実施状況、その結果等について

報告を受け、情報交換を行っております。また、会計監査人とは３ヶ月に１回の頻度でミーティングを実

施し、監査実施の手続き及び結果、重点監査項目等確認するとともに、必要に応じて説明を求め、効率的

かつ実効性のある監査の環境整備のため連携を図っております。

ｃ．経営会議

　経営会議は、取締役と各事業部門長・グループ長から構成され、毎月１回開催しております。経営会議

では、取締役会で決定した内容に関する業務執行についてさらに具体的な検討や方針、手続等の決定、業

務報告等が行われ、各部門の業務執行状況について管理統制の確実性を図っております。
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ロ．当社のコーポレート・ガバナンス体制

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりです。

 

ハ．内部統制システムの整備の状況

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社の業務の適正を確保するための体制を整備するため、

平成18年５月に以下の「内部統制システム構築の基本方針」を取締役会で決議し、この方針に基づいた運営

を行っております。

(1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンス担当役員を置く。

②　コンプライアンスポリシー（企業倫理規程、コンプライアンス行動基準）を定め、周知徹底する。

③　コンプライアンス担当役員と各部門のコンプライアンス担当責任者は、コンプライアンス実施体制を

構築し、内部監査と連携してモニタリングを実施する。

④　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一

切の関係を持たない。

(2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に従い適切に保存及び管理を行う。

(3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　取締役は各業務担当部門を指揮し、必要に応じ社内規則またはガイドライン等を制定し、マニュアルの

作成・配布、教育及び内部監査を実施して、当社の損失の危険を回避・予防し、または管理するものとす

る。

(4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　事業計画に基づき、計数的目標を明示し、事業部門の目標と責任を明確にするとともに、月次の利益

計画を作成し、予実管理を行う。

②　取締役ごとの役割と責任を明確にすることにより意思決定のプロセスの簡素化し、また社長との直接

合議により迅速な意思決定を行う。

(5）株式会社並びに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　コンプライアンスポリシー（企業倫理規程、コンプライアンス行動基準）を周知徹底する。

②　関係会社管理規程の遵守を徹底し、モニタリングを実施する。

③　関係会社に対する内部監査及び監査役による監査体制を充実する。

(6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査役会の同意のもとに、補助すべ

き使用人として、監査計画に従い必要な人員を配置する。
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(7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役を補助すべき使用人の人事に関する事項は、監査役会の事前の同意を得るものとする。

(8）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役及び使用人は、監査役または監査役会に以下の報告を行う。

①　会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちにその事実

②　取締役及び使用人が、不正行為、法令及び定款に違反する行為をし、またはこれらの行為をするおそ

れがあると考えられるときは、その旨

③　監査役または監査役会が報告を求めた事項、その他監査上有用と判断される事項

④　月次会計報告

⑤　内部監査報告及び各部門からの主要な月次報告

⑥　重要な会議の開催予定

(9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。

②　代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及

び効果的な監査業務の遂行を図る。

③　監査役または監査役会からの適時な報告書に対して、取締役は真摯に受け止める。

(10）財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社及び当社グループ各社は、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に行われる体制の整備、運用、

評価を継続的に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保する。

 

ニ．内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査につきましては、当社の内規に基づき、内部監査室（１名）が担当し、年間計画に基づいて業務

執行の適正性、妥当性に関して独立した立場からの監査を実施しております。実施した結果につきまして

は、当社の業務が内部統制システム下において関係法令、定款及び社内諸規則に従い、適正且つ有効に運用

されるよう、調査、報告、勧告を行っております。また、内部監査室は定期的に会計監査人及び監査役と情

報、意見交換により連携を図っております。

　監査役監査につきましては、毎月開催される監査役会で策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締

役会、経営会議をはじめとする重要な会議への出席や、業務及び財産状況調査を行い、社内の内部監査担当

者との連携を通じ、通常業務についても監査役監査を実施し、取締役の職務遂行を監査しております。な

お、社外監査役長澤康男は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。

 

ホ．会計監査の状況

　当社は、明治監査法人と金融商品取引法に基づく監査について監査契約を締結しております。会計監査は

適時実施されており、監査報告書等により当社及び当社グループ各社に対する指導を定期的に受けておりま

す。当期の会計監査に関する状況は次のとおりであります。

名称　　　　　　　　：　　明治監査法人

業務執行社員　　　　：　　公認会計士　堀江清久　来田弘一郎

監査補助者の状況　　：　　公認会計士　５名、その他　３名

　なお、当社と同監査法人又は業務執行社員の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はあ

りません。

　継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

　当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額であります。
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へ．社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は、経営監視機能の客観性及び中立性を確保するため、社外取締役は１名、社外監査役は２名を選任

しております。当社においては、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性について特段の定めは

ありませんが、選任にあたっては、各々の専門分野及び企業経営に関する経験及び知識等に基づき、独立し

た立場で経営の監督及び監査といった機能と役割が期待される者を選任しております。

　社外取締役吉益裕二は公認会計士であり、豊富な専門的知識と幅広い見識から、当社の経営全般に助力を

いただくとともに、コーポレート・ガバナンス強化に寄与していただけると考え、選任しております。同氏

は当社株式を4,000株保有しておりますが、その他当社と同氏との間には人的関係、資本的関係又は取引関

係その他の利害関係はありません。

　社外監査役内木和富巳は社会保険労務士であり、人事労務管理の専門家としての知見を当社の監査体制に

生かしていただけると考え、選任しております。同氏は当社株式を10,000株、当社新株予約権を1,600株保

有しておりますが、その他当社と同氏との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係は

ありません。

　社外監査役長澤康男は公認会計士であり、財務及び会計に関する知見を当社の監査体制に生かしていただ

けると考え、選任しております。当社と同氏との間には人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関

係はありません。

　また、当社は、社外監査役２名を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届

け出ております。

 

②　リスク管理体制の整備の状況

　当社グループは業務上抱えるリスクを適切に管理し、損失の発生、拡大を未然に防止することは重要な経営

課題と認識し、リスク管理体制の強化に取り組んでおります。当社グループでは多数の個人情報の取扱やイン

ターネットを利用した各種サービスを提供しており、システムセキュリティ、システム障害、個人情報の保

護、個人情報に係るセキュリティに対するリスク管理体制の整備を図っております。

　全般的なリスク管理は経営管理本部が統括しております。また、社内規程やマニュアルの整備に加えて、各

部門長を担当責任者として構成するコンプライアンス推進組織並びに情報セキュリティ委員会、内部監査責任

者、ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）・ＰＭＳ（個人情報保護マネジメントシステム）管

理責任者、各部門の情報管理責任者らで構成されるＩＳＭＳ・ＰＭＳ運営組織により、リスク等の発生要因を

未然に防止する体制の整備に努めております。

 

③　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役員
の員数（人）

基本報酬
ストック・オプ
ション

退職慰労金

取締役 104,993 81,793 23,200 － 7

監査役

（社外監査役を除く）
3,960 3,960 － － 2

社外役員

（社外監査役）
2,400 2,400 － － 2

（注）１．上記金額は平成26年１月１日から平成26年12月31日までに支払われた報酬であり、平成26年３月27日開催の

第13回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び監査役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役の報酬のうち、金銭報酬については平成13年７月26日開催の臨時定時株主総会決議により年額

200,000千円以内、非金銭報酬については平成26年３月27日開催の第13回定時株主総会決議により年額

60,000千円以内と定められております。

　金銭報酬における個別の報酬額については、年間の限度額の範囲内において、取締役会の決議により決定

しております。ストック・オプション等の非金銭報酬については、業績向上と企業価値向上を動機付けとし

た報酬として取締役会で決定いたします。

　監査役の報酬については、平成13年７月26日開催の臨時株主総会決議により年額20,000千円以内と定めら

れており、各監査役の個別の報酬額については、年間の限度額の範囲内において、監査役の協議により決定

しております。

 

④　取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

⑤　取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を、また取締役の解任決議は、議決

権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨を定款で定めております。

 

⑥　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、従来、剰余金の配当等の決定機関を、期末配当金については株主総会、中間配当については取締役

会である旨を定款に定めておりましたが、平成27年３月27日開催の第14回定時株主総会において、会社法第

459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締

役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる旨の定款の変更を行いました。これは、剰余金の配当

等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

⑦　社外取締役及び社外監査役の責任限定契約

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間で、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、現在社外監査役との間で当該契約を締結し

ております。なお、現時点では当社は社外取締役を選任しておりません。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。
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⑨　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　１銘柄　　　　4,330千円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

　　前事業年度

　　　特定投資株式

　　　　該当事項はありません。

 

　　当事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 保有目的

㈱リロ・ホールディングス 500 4,330 資本提携による関係強化

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

 

二．保有目的を変更した投資株式

　　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 10,000 3,070 20,600 －

連結子会社 － － － －

計 10,000 3,070 20,600 －

（注）当連結会計年度の監査証明業務に基づく報酬には、過年度及び当年度における有価証券報告書、四半期報告書等の

訂正報告書に係る監査報酬7,000千円が含まれております。

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるコンフォートレター作成

業務についての対価を支払っております。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　監査報酬の決定方針としては、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表について、明治

監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入しております。また、専門的情報を有する団体等が主催する研修への参加や会計専門誌の定期

購読等を行い、連結財務諸表等の適正性を確保するために取り組んでおります。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当連結会計年度

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,641,657 1,645,380

売掛金 233,743 189,522

リース投資資産 120,245 62,994

商品 1,568 626

仕掛品 1,272 1,069

貯蔵品 5,939 9,144

繰延税金資産 8,937 13,551

未収入金 117,951 111,750

その他 32,686 41,468

流動資産合計 2,164,002 2,075,508

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 944,490 953,327

減価償却累計額 △150,960 △188,789

建物及び構築物（純額） ※１ 793,530 ※１ 764,537

土地 ※１ 1,383,681 ※１ 1,383,681

その他 130,509 154,569

減価償却累計額 △92,525 △105,308

その他（純額） 37,983 49,260

有形固定資産合計 2,215,195 2,197,479

無形固定資産   

ソフトウエア 97,049 98,374

ソフトウエア仮勘定 4,864 -

無形固定資産合計 101,914 98,374

投資その他の資産   

投資有価証券 - 168,300

敷金及び保証金 38,134 67,551

長期未収入金 31,698 53,881

繰延税金資産 3,107 513

その他 42,507 42,251

貸倒引当金 △31,698 △53,881

投資その他の資産合計 83,749 278,616

固定資産合計 2,400,859 2,574,471

資産合計 4,564,861 4,649,980
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当連結会計年度

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 84,641 75,092

短期借入金 16,668 -

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 141,372 ※１ 207,384

リース債務 57,508 59,574

未払金 126,123 136,068

未払法人税等 63,057 82,150

預り金 374,348 439,584

営業預り金 387,159 430,917

繰延税金負債 92 163

その他 103,336 150,443

流動負債合計 1,354,307 1,581,378

固定負債   

長期借入金 ※１ 1,519,855 ※１ 1,265,740

リース債務 62,113 8,865

長期預り保証金 91,398 95,531

固定負債合計 1,673,366 1,370,136

負債合計 3,027,673 2,951,514

純資産の部   

株主資本   

資本金 411,055 430,947

資本剰余金 454,975 474,859

利益剰余金 671,157 763,565

株主資本合計 1,537,187 1,669,372

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 - 5,893

その他の包括利益累計額合計 - 5,893

新株予約権 - 23,200

純資産合計 1,537,187 1,698,465

負債純資産合計 4,564,861 4,649,980
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 1,943,227 2,011,020

売上原価 1,097,619 1,134,604

売上総利益 845,607 876,415

販売費及び一般管理費 ※１ 453,875 ※１ 536,348

営業利益 391,732 340,067

営業外収益   

受取利息 466 276

補助金収入 7,400 800

その他 991 3,346

営業外収益合計 8,857 4,422

営業外費用   

支払利息 39,937 35,129

株式公開費用 34,292 -

株式上場関連費用 - 20,000

事務所移転費用 2,639 537

貸倒引当金繰入額 8,421 22,182

貸倒損失 - 14,012

その他 771 553

営業外費用合計 86,062 92,417

経常利益 314,527 252,071

特別損失   

固定資産除却損 - ※２ 247

特別損失合計 - 247

税金等調整前当期純利益 314,527 251,824

法人税、住民税及び事業税 119,606 132,329

法人税等調整額 7,655 △5,213

法人税等合計 127,261 127,116

少数株主損益調整前当期純利益 187,266 124,707

当期純利益 187,266 124,707
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 187,266 124,707

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 - 5,893

その他の包括利益合計 - ※１ 5,893

包括利益 187,266 130,600

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 187,266 130,600

少数株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差

額金

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 185,655 167,595 507,168 △11,760 848,658 － － － 848,658

誤謬の訂正による累積的影
響額

  △23,276  △23,276    △23,276

遡及処理後当期首残高 185,655 167,595 483,891 △11,760 825,381 － － － 825,381

当期変動額          

新株の発行 225,400 225,400   450,800    450,800

剰余金の配当   －  －    －

当期純利益   187,266  187,266    187,266

自己株式の取得    △25,620 △25,620    △25,620

自己株式の処分  61,980  37,380 99,360    99,360

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

     － － － －

当期変動額合計 225,400 287,380 187,266 11,760 711,806 － － － 711,806

当期末残高 411,055 454,975 671,157 － 1,537,187 － － － 1,537,187

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

     （単位：千円）

 株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価差

額金

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 411,055 454,975 671,157 － 1,537,187 － － － 1,537,187

誤謬の訂正による累積的影
響額

    －    －

遡及処理後当期首残高 411,055 454,975 671,157 － 1,537,187 － － － 1,537,187

当期変動額          

新株の発行 19,892 19,884   39,777    39,777

剰余金の配当   △32,300  △32,300    △32,300

当期純利益   124,707  124,707    124,707

自己株式の取得         －

自己株式の処分         －

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

     5,893 5,893 23,200 29,093

当期変動額合計 19,892 19,884 92,407 － 132,184 5,893 5,893 23,200 161,277

当期末残高 430,947 474,859 763,565 － 1,669,372 5,893 5,893 23,200 1,698,465
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 314,527 251,824

減価償却費 89,282 90,272

敷金及び保証金償却額 2,906 3,951

株式報酬費用 － 23,200

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,421 22,182

受取利息 △466 △207

支払利息 39,937 35,129

固定資産除却損 － 247

売上債権の増減額（△は増加） △40,297 44,221

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,818 △2,060

リース債務の増減額（△は減少） △55,768 △56,950

リース投資資産の増減額（△は増加） 56,069 57,251

仕入債務の増減額（△は減少） 5,364 △9,548

営業預り金の増減額（△は減少） 66,837 43,757

その他 42,700 98,246

小計 534,334 601,518

利息の受取額 466 207

利息の支払額 △39,989 △35,145

法人税等の支払額 △136,436 △113,760

営業活動によるキャッシュ・フロー 358,374 452,819

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △25,268 △29,067

無形固定資産の取得による支出 △40,987 △33,657

投資有価証券の取得による支出 － △159,144

敷金及び保証金の差入による支出 △19,469 △33,462

敷金及び保証金の回収による収入 42,670 95

預り保証金の返還による支出 － △3,206

預り保証金の受入による収入 52,866 7,339

短期貸付金の回収による収入 53,000 －

預金の担保解除による収入 290,000 －

その他 314 585

投資活動によるキャッシュ・フロー 353,125 △250,518

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △14,668 △16,668

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △141,372 △288,103

株式の発行による収入 450,800 39,777

自己株式の処分による収入 99,360 －

自己株式の取得による支出 △25,620 －

リース債務の返済による支出 － △1,285

配当金の支払額 － △32,300

財務活動によるキャッシュ・フロー 368,500 △198,579

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,080,000 3,722

現金及び現金同等物の期首残高 561,657 1,641,657

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,641,657 ※ 1,645,380
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　3社

連結子会社の名称

㈱バリューサポート

㈱バリューネットワークス

㈱バリューヘルスケア

　当社はすべての子会社を連結しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

　該当する会社はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　・・・期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。)。

　　時価のないもの

　　・・・移動平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ

時価法

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。

（ただし、当社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法によっておりま

す。）

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　８～34年

その他（工具、器具備品）３～15年

②無形固定資産

　当社及び連結子会社は定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま 

す。

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産ついて、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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(4）収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース（転リース）取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に転リース差益を売上高に計上しております。

 

(5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップに

ついては特例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理による金利スワップであるため、有効性の評価は省略しております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

建物及び構築物 777,084千円 749,085千円

土地 1,383,681千円 1,383,681千円

計 2,160,765千円 2,132,766千円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

１年内返済予定の長期借入金 141,372千円 174,048千円

長期借入金 1,519,855千円 1,221,300千円

計 1,661,227千円 1,395,348千円
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
　　至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日

　　至　平成26年12月31日）

役員報酬 73,482千円 88,153千円

給与手当 163,191千円 182,928千円

 

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

その他（有形固定資産） -千円 247千円

計 -千円 247千円

 

（連結包括利益計算書関係）

※１.その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

その他有価証券評価差額金：   

　当期発生額 －千円 9,156千円

　組替調整額 －千円 －千円

　税効果調整前 －千円 9,156千円

税効果額 －千円 △3,263千円

その他有価証券評価差額金 －千円 5,893千円

その他の包括利益合計 －千円 5,893千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 1,047 245 － 1,292

合計 1,047 245 － 1,292

自己株式     

普通株式（注）２ 24 30 54 －

合計 24 30 54 －

　（注）　１．発行済株式の総数の増加245千株は、公募による新株の発行による191千株の増加、オーバーアロットメン

ト行使に伴う第三者割当による新株の発行による54千株の増加であります。

２．自己株式の数の増減は、株主からの株式買取請求に伴う自己株式の取得30千株による増加、公募による自

己株式の処分による54千株の減少であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプ

ションとしての第

11回、第12回及び

第13回新株予約権

（注）

－ － － － － －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － －

　（注）　当社はストック・オプションとしての第11回、第12回及び第13回新株予約権を発行しておりますが、付与時は

当社株式は非上場であり、「単位当たりの本源的価値」は０であるため、残高はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議
株式の

種類

配当金の総額

（千円)

配当の

原資

1株当た

り配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成26年３月27日

定時株主総会

普通

株式
32,300

利益剰

余金
25 平成25年12月31日 平成26年３月28日
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当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度末
株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式（注）１，２ 1,292 1,404 － 2,696

合計 1,292 1,404 － 2,696

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　（注）　１．平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分

割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加1,404千株は、株式分割による増加1,329千株、新株予約権の権利行使に

よる新株の発行による増加75千株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプ

ションとしての第

11回、第12回及び

第13回新株予約権

（注）１

－ － － － － －

ストック・オプ

ションとしての第

14回新株予約権

（注）２

－ － － － － 23,200

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 23,200

　（注）　１．当社はストック・オプションとしての第11回、第12回及び第13回新株予約権を発行しておりますが、付与

時は当社株式は非上場であり、「単位当たりの本源的価値」は０であるため、残高はありません。

２．ストック・オプションとしての第14回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決 議
株 式 の 種
類

配当金の総
額

（千円）

１ 株 当 た
り
配 当 額
( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年３月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 32,300 25 平成25年12月31日平成26年３月28日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議
株 式 の 種
類

配 当 の 原
資

配当金の総
額

（千円）

１ 株 当 た
り
配 当 額
( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年３月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式
利 益 剰 余
金

40,449 15 平成26年12月31日平成27年３月30日

 
（注）　平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。「(1）配当金支払額」につきましては、当該分割前の１株当たり配当額を記載しております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 1,641,657千円 1,645,380千円

預入期間が３か月を超える定期預金 -千円 -千円

現金及び現金同等物 1,641,657千円 1,645,380千円
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

車両であります。

(2）リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（貸主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　すべて転リース取引であります。

 

(1）リース投資資産の内訳

流動資産

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

リース料債権部分 123,361 64,018

受取利息相当額 △3,115 △1,024

リース投資資産 120,245 62,994

 

(2）リース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

流動資産

（単位：千円）
 

 

前連結会計年度
（平成25年12月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 59,342 59,342 3,664 1,011 － －

 

流動資産

（単位：千円）
 

 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 59,342 3,664 1,011 － － －
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２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１年内 83,328 83,328

１年超 416,636 303,008

合計 499,964 386,336
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。又、一

時的な余資は、主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避

するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びリスク

　営業債権である売掛金、リース投資資産及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、未払金及び営業預り金は、そのほとんどが３ヵ月以内の支払期日であります。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的とした

ものであり、償還日は最長で決算日後11年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されてお

りますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価

方法等については前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事

項　(5）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等のリスク）の管理

　当社は、営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、販売管理規程に従い、取引相手ごとに与信限

度額を設定しております。ただし、取引相手が一部又は二部上場会社もしくはそれと同等と判断される

場合は、与信限度額を設定しないこともあります。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リス

クはほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（株価や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券については主に業務上の関係を有する株式及び余資運用の債券等のみ保有して

おり、定期的に時価の把握を行っております。

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

　デリバティブ取引は、管理規程に従い、担当事業本部長の起案により、取締役会で承認されたものの

みを実行するものとし、経理担当者が取引、残高管理、期間損益や時価評価等の損益管理、各種リスク

管理を行います。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、経理担当者が適時に資金繰表を作成するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定した価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけ

るデリバティブ取引に関する契約額については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません。＜（注）２参照＞

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,641,657 1,641,657 －

(2）売掛金 233,743 233,743 －

(3）リース投資資産 120,245 118,629 △1,616

(4）未収入金 117,951 117,951 －

(5）長期未収入金 31,698   

貸倒引当金（※１） △31,698   

 － － －

資産計 2,113,596 2,111,980 △1,616

(1）買掛金 84,641 84,641 －

(2）未払金 126,123 126,123 －

(3）営業預り金 387,159 387,159 －

(4）短期借入金 16,668 16,668 －

(5）長期借入金（１年以内に返済する

長期借入金を含む。）
1,661,227 1,732,665 71,438

(6）リース債務（１年以内に返済する

リース債務を含む。）
119,621 118,040 △1,581

負債計 2,395,441 2,465,298 69,857

デリバティブ取引 － － －

（※１）長期未収入金に計上している貸倒引当金を控除しております。
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当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,645,380 1,645,380 －

(2）売掛金 189,522 189,522 －

(3）リース投資資産 62,994 61,526 △1,467

(4）未収入金 111,750 111,750 －

(5）投資有価証券 168,300 168,300 －

(6）長期未収入金 53,881   

 貸倒引当金（※１） △53,881   

 － － －

資産計 2,177,946 2,176,478 △1,467

(1）買掛金 75,092 75,092 －

(2）未払金 136,068 136,068 －

(3）営業預り金 430,917 430,917 －

(4）長期借入金（１年以内に返済する

長期借入金を含む。）
1,473,124 1,527,806 54,682

(5）リース債務（１年以内に返済する

リース債務を含む。）
68,439 66,679 △1,760

負債計 2,183,640 2,236,562 52,922

デリバティブ取引 － － －

（※１）長期未収入金に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金、(4）未収入金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3）リース投資資産

　リース投資資産の時価は、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローを、同様の新規取引を行った場合に

想定される利率により割り引いた現在価値によっております。

(5）投資有価証券

　株式の時価は取引所の価格によっており、債券の時価は取引所の価格又は取引金融機関等から提示され

た価格によっております。

(6）長期未収入金

　長期未収入金については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日

における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価と

しております。

負　債

(1）買掛金、(2）未払金、(3）営業預り金

　これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）長期借入金（１年以内に返済する長期借入金を含む。）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とさ

れており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用

される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。
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(5）リース債務（１年以内に返済するリース債務を含む。）

　リース債務の時価は、契約ごとの見積将来キャッシュ・フローを、同様の新規取引を行った場合に想定

される利率により割り引いた現在価値によっております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

敷金及び保証金 38,134 67,551

長期預り保証金 91,398 95,531

　上記のうち敷金及び保証金については、市場価格がなく、入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難

であること又賃借人から預託されている長期預り保証金についても、市場価格がなく、入居から退去までの実質的な預託

期間を算定することは困難であることから時価開示の対象としておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

現金及び預金 1,641,657 － －

売掛金 233,743 － －

リース投資資産 57,251 62,994 －

未収入金 117,951 － －

長期未収入金（注） － － －

合計 2,050,604 62,994 －

（注）長期未収入金については、償還予定期日を明確に把握できないため含めておりません。

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

現金及び預金 1,645,380 － －

売掛金 189,522 － －

リース投資資産 58,462 4,531 －

未収入金 111,750 － －

長期未収入金（注） － － －

合計 2,005,116 4,531 －

（注）長期未収入金については、償還予定期日を明確に把握できないため含めておりません。
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４．短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 16,668 － － － － －

リース債務 57,508 57,603 3,518 991 － －

長期借入金 141,372 141,372 141,372 141,372 141,372 954,367

合計 215,548 198,975 144,890 142,363 141,372 954,367

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 59,574 4,930 2,404 1,412 117 －

長期借入金 207,384 207,384 185,152 174,048 132,456 566,700

合計 266,958 212,314 187,556 175,460 132,573 566,700

 

（有価証券関係）

　１．その他有価証券

前連結会計年度(平成25年12月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(平成26年12月31日)

 種類
連結貸借対照表計上

額（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1)株式

(2)債券

(3)その他

4,330

－

163,970

3,982

－

155,161

347

－

8,808

小計 168,300 159,144 9,156

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1)株式

(2)債券

(3)その他

－

－

－

－

－

－

－

－

－

小計 － － －

合計 168,300 159,144 9,156
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２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(平成25年12月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(平成26年12月31日)

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（平成25年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超

（千円）

時価
（千円）

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 850,878 778,470 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超

（千円）

時価
（千円）

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 1,058,940 960,492 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自 平成25年１月１日　至 平成25年12月31日）

退職年金制度

　当社グループの加入している公認会計士企業年金基金は、複数の事業主により設立された企業年金制度であ

り、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算出することができないため、退職給付に係る会計基準

（企業会計基準第14号）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

・当該年金基金制度に関する事項

①　制度全体の積立状況に関する事項

 （平成25年３月31日現在）

年金資産の額 38,460百万円

年金財政計算上の給付債務の額 31,933百万円

差引額 6,526百万円

②　制度全体に占める当社グループの給与総額割合

（平成25年３月31日現在） 0.34％

③　補足説明

　上記①の差引額は、基本金処理後の当期剰余金となっております。

 

当連結会計年度（自 平成26年１月１日　至 平成26年12月31日）

退職年金制度

　当社グループの加入している公認会計士企業年金基金は、複数の事業主により設立された企業年金制度であ

り、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算出することができないため、退職給付に関する会計基準

（企業会計基準第26号）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

・当該年金基金制度に関する事項

①　制度全体の積立状況に関する事項

 （平成26年３月31日現在）

年金資産の額 43,655百万円

年金財政計算上の給付債務の額 34,041百万円

差引額 9,614百万円

②　制度全体に占める当社グループの給与総額割合

（平成26年３月31日現在） 0.34％

③　補足説明

　上記①の差引額は、基本金処理後の当期剰余金となっております。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）

 

前連結会計年度
（自　平成25年１月１日

　　至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日

　　至　平成26年12月31日）

一般管理費の株式報酬費 － 23,200

 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第11回

新株予約権
第12回

新株予約権
第13回

新株予約権
第14回

新株予約権

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役　　５名

当社従業員　 112名

当社監査役　　３名

外部協力者　　１名

当社取締役　　１名

当社従業員　　13名

当社取締役　　４名

当社従業員　　24名

当社取締役　　６名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）１

普通株式　158,600株 普通株式　 6,800株 普通株式 291,600株 普通株式 40,000株

付与日 平成20年12月10日 平成21年６月29日 平成23年12月20日 平成26年７月1日

権利確定条件 （注）２,３ （注）２,３ （注）２,３ （注）２,４

対象勤務期間
平成20年12月10日か

ら権利確定日まで

平成21年６月29日か

ら権利確定日まで

平成23年12月20日か

ら権利確定日まで

平成26年７月１日か

ら権利確定日まで

権利行使期間
自 平成22年12月11日 自 平成23年６月30日 自 平成25年12月16日 自 平成27年７月１日

至 平成30年12月10日 至 平成31年６月29日 至 平成30年12月15日 至 平成28年６月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．新株予約権者は、新株予約権付与時より権利行使時までの間継続して当社又は当社の関係会社の取締役、監

査役又は使用人等であることを権利確定条件としております。

３．当社株式が日本国内の証券取引所に上場された後、6ヶ月を経過していることを権利確定条件としておりま

す。

４．新株予約権者は、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、単に「終値」と

いう）が、平成26年７月１日から平成27年６月30日までの判定期間について、新株予約権の割当日の終値に

50％を乗じた価額（１円未満の端数は切り捨てる）を一度でも下回った場合には、新株予約権の行使はでき

ないものとすることを権利確定条件としております。

５．平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で行った普通株式１株につき２株の株

式分割により「ストック・オプションの目的となる株式の種類及び数」は調整されております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成26年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算しております。

①　ストック・オプションの数

  
第11回

新株予約権
第12回

新株予約権
第13回

新株予約権
第14回

新株予約権

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末  145,000 5,000 289,600 －

付与  － － － 40,000

失効  － － － －

権利確定  145,000 5,000 289,600 －

未確定残  － － － 40,000

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末  － － － －

権利確定  145,000 5,000 289,600 －

権利行使  13,800 － 98,800 －

失効  600 2,200 － －

未行使残  130,600 2,800 190,800 －

（注）平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行

いましたので、当該分割後の株式数に換算して記載しております。

 

②　単価情報

  
第11回

新株予約権
第12回

新株予約権
第13回

新株予約権
第14回

新株予約権

権利行使価格 （円） 377 377 350 1

行使時平均株価 （円） 1,126 － 1,190 －

付与日における公正な

評価単価
（円） － － － 1,160

（注）平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行

いましたので、当該分割後の価格に換算して記載しております。
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1）平成20年、平成21年及び平成23年に付与した第11回、第12回及び第13回ストック・オプションの公正な

評価単価は、その付与時において当社は未公開企業であったため、本源的価値によっております。また、本

源的価値を算出する基礎となった自社株式の評価方法は、類似会社比準法を採用しております。

 

①　第11回、第12回及び第13回ストック・オプションの当連結会計年度末における本源的価値の合計額

328,054千円

 

②　当連結会計年度において権利行使された第11回及び第13回ストック・オプションの権利行使日におけ

る本源的価値の合計額

93,328千円

 

(2）当連結会計年度において付与された第14回ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法

は、以下のとおりであります。

①　使用した評価技法　　　ブラック・ショールズ方式

②　主な基礎数値及び見積方法

 第14回ストック・オプション

株価変動性（注）1 74.4％

予想残存期間（注）2 1年6ヶ月

予想配当（注）3 12円50銭

無リスク利子率（注）4 0.07%

（注）１．当社株式上場日から１ヶ月間経過した日(平成25年11月5日)から算定基準日(平成26年７月１日)

までの株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積もりが困難であるため、算定基準日から権利行使期間

(平成27年７月１日から平成28年６月30日)の中間点において行使されるものと推定して見積

もっております。

３．平成25年12月期の配当実績によっております。なお、平成26年７月15日開催の取締役会決議に基

づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますので、当連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した分割考慮後の予想配当を記載しており

ます。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しています。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

繰延税金資産    

減価償却費 1,755千円 1,541千円

敷金保証金償却額 1,324  2,731

未払費用 1,267  1,616

未払事業税 5,501  5,870

未払事業所税 674  668

貸倒引当金 11,765  20,001

繰越欠損金 －  5,461

その他 2,841  1,069

繰延税金資産小計 25,127  38,957

評価性引当額 △12,099  △20,500

繰延税金資産合計 13,028  18,457

繰延税金負債    

圧縮積立金 △970  △1,028

未収事業税 △106  △264

その他有価証券評価差額金 －  △3,263

繰延税金負債合計 △1,076  △4,555

繰延税金資産の純額 11,952  13,901

（注）　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

流動資産－繰延税金資産 8,937千円 13,551千円

固定資産－繰延税金資産 3,107  513

流動負債－繰延税金負債 △92  △163
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等損金不算入項目 1.8  2.7

住民税均等割額 0.5  0.8

軽減税率適用 △1.0  －

株式報酬費用 －  3.5

評価性引当額 1.1  5.4

その他 0.1  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.5  50.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月

１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる

一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　なお、この税率変更による影響額は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

　当社及び子会社は、賃借建物であります代々木オフィス等の不動産賃借契約に基づき、事務所の退去時にお

ける原状回復に係る債務を有しておりますが、敷金が計上されているため、資産除去債務の計上に代えて、敷

金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用

に計上する方法で処理しております。

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

　当社及び子会社は、賃借建物であります代々木オフィス等の不動産賃借契約に基づき、事務所の退去時にお

ける原状回復に係る債務を有しておりますが、敷金が計上されているため、資産除去債務の計上に代えて、敷

金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用

に計上する方法で処理しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　当社は、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を所有しており、平成23年１月から賃貸を開

始しております。なお、当該賃貸用のオフィスビルについては、当社が一部使用しております。この賃貸等不動

産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 2,190,928 2,161,174

 期中増減額 △29,754 △28,067

 期末残高 2,161,174 2,133,107

期末時価 2,200,000 2,200,000

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は建物附属設備の取得（6,890千円）であり、主な減少額

は減価償却費（36,644千円）であります。当連結会計年度の主な増加額は建物附属設備の取得（7,300千

円）であり、主な減少額は減価償却費（35,367千円）であります。

　　　　３．期末時価は、社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」に基づく金額であります。

 

　また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

賃貸等不動産   

賃貸収益 114,473 114,473

賃貸費用 36,937 35,282

差額 77,536 79,191

その他（売却損益等） － －
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　事業区分は、サービスの種類・性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。

　また、各区分に属する主なサービスは以下のとおりであります。

(1）バリューカフェテリア事業 …… バリューカフェテリア®システムの提供（健診予約システム、健診

結果管理システムの提供等）及び健康診断に係る代行事務等

(2）ＨＲマネジメント事業 …… 健康保険組合業務受託、人材派遣、給与計算代行等

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高又は振替高はありません。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）
１．２

連結財務諸表
計上額
　（注）３ 

バリューカフ
ェテリア事業

ＨＲマネジメ
ント事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,469,829 473,397 1,943,227 － 1,943,227

セグメント間の内部売上高又は振替

高
－ － － － －

計 1,469,829 473,397 1,943,227 － 1,943,227

セグメント利益 510,707 188,278 698,985 △307,252 391,732

セグメント資産 2,645,303 435,457 3,080,761 1,484,100 4,564,861

その他の項目      

減価償却費 73,149 6,412 79,561 9,720 89,282

有形固定資産及び無形固定資産の増

加額
60,134 2,773 62,908 4,609 67,517

（注）１．セグメント利益の調整額△307,252千円は、各報告セグメントに配賦不能な全社費用であり、当社の管理部

門にかかる費用であります。

２．セグメント資産の調整額1,484,100千円は、当社での余資運用資金及び管理部門に係る資産等であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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　　当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）
１．２

連結財務諸表
計上額
　（注）３ 

バリューカフ
ェテリア事業

ＨＲマネジメ
ント事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 1,480,093 530,926 2,011,020 － 2,011,020

セグメント間の内部売上高又は振替

高
－ － － － －

計 1,480,093 530,926 2,011,020 － 2,011,020

セグメント利益 468,726 201,848 670,574 △330,507 340,067

セグメント資産 2,666,558 437,214 3,103,772 1,546,207 4,649,980

その他の項目      

減価償却費 72,621 6,753 79,374 10,897 90,272

有形固定資産及び無形固定資産の増

加額
62,209 2,149 64,359 9,770 74,129

（注）１．セグメント利益の調整額△330,507千円は、各報告セグメントに配賦不能な全社費用であり、当社の管理部

門にかかる費用であります。

２．セグメント資産の調整額1,546,207千円は、当社での余資運用資金及び管理部門に係る資産等であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載をしておりません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を

しておりません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり純資産額 594.88円 621.25円

１株当たり当期純利益金額 87.24円 47.43円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 75.02円 42.82円

　（注）１．当社は、平成25年10月４日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、前連結

会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から当連結会計年度末までの平均株価

を期中平均株価とみなして算定しております。

２．当社は、平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の

株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 187,266 124,707

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 187,266 124,707

普通株式の期中平均株式数（株） 2,146,536 2,629,258

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） －  

普通株式増加数（株） 349,520 282,661

（うち新株予約権（株）） (349,520) (282,661)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

 

─

 

 

─
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（重要な後発事象）

１．連結子会社の吸収合併

　当社は、平成27年３月４日開催の取締役会において、平成27年５月１日を効力発生日（予定）として、当社の

連結子会社である株式会社バリューサポートを吸収合併することを決議いたしました。

 

(1）合併の目的

　当社グループにおいて、株式会社バリューサポートは平成14年７月以降、旅行事業を行っておりますが、当社

は、平成27年３月４日開催の取締役会において、同社において判明した不適切な会計処理に関する再発防止策及

び経営改善策として、同社の旅行事業のうち外販事業からの撤退を前提とした吸収合併を行うことを決定いたし

ました。吸収合併の効力発生日は、平成27年５月１日であり、同時期をもって外販事業は終了となる予定です。

　なお、同社の旅行事業（旅カフェ部門）については、当該吸収合併後も継続されますが、当社の内部統制シス

テムの下で管理することでガバナンス強化並びに経営資源の有効活用及び経営の効率化を図ってまいります。

 

(2）合併の要旨

①　合併の日程

合併決議取締役会 平成27年３月４日

合併契約締結日 平成27年３月４日

合併の予定日（効力発生日） 平成27年５月１日

（注）本合併は、会社法第796条第３項に定める簡易合併ならびに会社法第784条第１項に定める略式合併で

あるため、当社及び株式会社バリューサポートにおいて合併契約に関する株主総会の承認を得ることな

く行うものであります。

 

②　合併の方式、合併後の会社の名称

イ．合併の方式

　当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社バリューサポートは解散いたします。

ロ．合併後の会社の名称

　株式会社バリューＨＲ

 

③　合併に係る割当ての内容

　当社は株式会社バリューサポートの全株式を所有しているため、本合併による新株式の発行及び資本金の増

加、並びに合併交付金の支払いはありません。

 

④　消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　該当事項はありません。
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(3）合併当事者の概要

 存続会社 消滅会社

①　名称 株式会社バリューＨＲ 株式会社バリューサポート

②　本店所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目21番14号 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目21番14号

③　代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤田 美智雄 代表取締役社長 藤田 美智雄

④　事業内容

・バリューカフェテリア®システムの企

画・開発・運営・管理

・バリューカフェテリア®システムのASPに

よる保健事業支援サービスの提供

・健康管理・健康支援サービスの企画・開

発・運営・管理

・健康管理業務支援サービスの提供

・健康保険組合の設立支援、組合への人材

派遣

旅行業

⑤　資本金 430,947千円 25,000千円

⑥　直前事業年度の財政

状態及び経営成績
平成26年12月期（個別） 平成26年12月期（個別）

純資産 1,584,363千円 80,888千円

総資産 4,435,473千円 161,509千円

1株当たり純資産額 578円93銭 5,055円50銭

売上高 1,718,779千円 182,999千円

営業利益 341,103千円 9,991千円

経常利益 289,354千円 △26,335千円

当期純利益 161,951千円 △29,309千円

1株当たり当期純利益金額 61円59銭 △1,831円85銭

（注）株式会社バリューＨＲは、平成26年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。平成

26年12月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算

定しております。

 

(4）実施する会計処理の概要

 

　本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表

分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施する予定であります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 16,668 － 1.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 141,372 207,384 1.9 －

１年以内に返済予定のリース債務 57,508 59,574 2.6 －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
1,519,855 1,265,740 2.2 平成28年～平成37年

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
62,113 8,865 2.6 平成28年～平成31年

その他有利子負債 － － － －

計 1,797,516 1,541,563   

　（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利子率について、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているものは除いて算出しております。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）

の連結決算日後５年内の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 207,384 185,152 174,048 132,456

リース債務 4,930 2,404 1,412 117

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 519,149 1,010,696 1,486,404 2,011,020

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
103,404 149,407 197,244 251,824

四半期（当期）純利益金額

（千円）
60,924 79,433 101,881 124,707

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
23.57 30.59 38.96 47.43

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
23.57 7.09 8.47 8.53

（注）　当社は、平成26年７月15日開催の取締役会決議に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行いましたが、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当

期）純利益金額を算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,482,616 1,481,652

売掛金 126,294 147,367

リース投資資産 120,245 62,994

仕掛品 1,272 1,069

前払費用 14,316 19,337

繰延税金資産 6,730 8,154

未収入金 116,346 108,172

その他 1,974 8,816

流動資産合計 1,869,796 1,837,564

固定資産   

有形固定資産   

建物 935,507 944,343

減価償却累計額 △146,147 △183,306

建物（純額） ※１ 789,359 ※１ 761,037

構築物 707 707

減価償却累計額 △298 △366

構築物（純額） 408 340

工具、器具及び備品 121,780 138,885

減価償却累計額 △85,140 △97,313

工具、器具及び備品（純額） 36,639 41,572

土地 ※１ 1,383,681 ※１ 1,383,681

リース資産 － 6,540

減価償却累計額 － △1,199

リース資産（純額） － 5,341

有形固定資産合計 2,210,089 2,191,972

無形固定資産   

ソフトウエア 83,950 88,392

ソフトウエア仮勘定 4,864 －

無形固定資産合計 88,815 88,392

投資その他の資産   

関係会社株式 90,200 90,200

投資有価証券 － 168,300

敷金及び保証金 27,651 57,518

繰延税金資産 3,107 477

その他 1,632 1,047

投資その他の資産合計 122,591 317,543

固定資産合計 2,421,495 2,597,908

資産合計 4,291,292 4,435,473
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 16,668 －

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 141,372 ※１ 207,384

リース債務 57,508 59,574

未払金 149,663 175,899

未払費用 12,857 8,558

未払法人税等 57,599 82,150

未払消費税等 9,987 38,745

前受金 30,957 41,052

預り金 375,696 440,870

営業預り金 387,159 430,917

流動負債合計 1,239,469 1,485,153

固定負債   

長期借入金 ※１ 1,519,855 ※１ 1,265,740

リース債務 62,113 8,865

長期預り保証金 84,012 91,351

固定負債合計 1,665,980 1,365,956

負債合計 2,905,450 2,851,109

純資産の部   

株主資本   

資本金 411,055 430,947

資本剰余金   

資本準備金 392,995 412,879

その他資本剰余金 61,980 61,980

資本剰余金合計 454,975 474,859

利益剰余金   

その他利益剰余金   

圧縮積立金 2,405 1,856

繰越利益剰余金 517,406 647,607

利益剰余金合計 519,812 649,463

株主資本合計 1,385,842 1,555,270

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 5,893

評価・換算差額等合計 － 5,893

新株予約権 － 23,200

純資産合計 1,385,842 1,584,363

負債純資産合計 4,291,292 4,435,473
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②【損益計算書】
 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

当事業年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 ※１ 1,577,247 ※１ 1,718,779

売上原価 ※１ 851,265 ※１ 934,864

売上総利益 725,982 783,914

販売費及び一般管理費 ※２ 363,411 ※２ 442,811

営業利益 362,570 341,103

営業外収益   

受取利息 441 238

助成金収入 5,433 800

受取賃貸料 ※１ 12,483 ※１ 12,684

その他 896 3,158

営業外収益合計 19,255 16,881

営業外費用   

支払利息 39,937 35,129

株式交付費 565 －

株式公開費用 34,292 －

株式上場関連費用 － 20,000

事務所移転費用 2,639 218

減価償却費 12,483 12,684

その他 211 595

営業外費用合計 90,129 68,629

経常利益 291,696 289,354

税引前当期純利益 291,696 289,354

法人税、住民税及び事業税 108,561 129,461

法人税等調整額 8,477 △2,058

法人税等合計 117,038 127,403

当期純利益 174,657 161,951
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

（単位：千円）

 株主資本
評価・換算差額

等

新株予
約権

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

評
価・
換算
差額
等

 
資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
圧縮積
立金

繰越利益
剰余金

当期首残
高

185,655 167,595 － 167,595 － 345,154 345,154 △11,760 686,644 － － － 686,644

当期変動
額

             

新株の
発行

225,400 225,400  225,400     450,800    450,800

圧縮積
立金の
積立

    2,817 △2,817 －  －    －

圧縮積
立金の
取崩

    △412 412 －  －    －

剰余金
の配当

        －    －

当期純
利益

     174,657 174,657  174,657    174,657

自己株
式の取
得

       △25,620 △25,620    △25,620

自己株
式の処
分

  61,980 61,980    37,380 99,360    99,360

株主資
本以外
の項目
の当期
変動額
（純
額）

            －

当期変動
額合計

225,400 225,400 61,980 287,380 2,405 172,252 174,657 11,760 699,197 － － － 699,197

当期末残
高

411,055 392,995 61,980 454,975 2,405 517,406 519,812 － 1,385,842 － － － 1,385,842
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当事業年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

（単位：千円）

 株主資本
評価・換算差額

等

新株予
約権

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

評
価・
換算
差額
等

 
資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
圧縮積
立金

繰越利益
剰余金

当期首残
高

411,055 392,995 61,980 454,975 2,405 517,406 519,812 － 1,385,842 － － － 1,385,842

当期変動
額

             

新株の
発行

19,892 19,884  19,884     39,777    39,777

圧縮積
立金の
積立

        －    －

圧縮積
立金の
取崩

    △549 549 －  －    －

剰余金
の配当

     △32,300 △32,300  △32,300    △32,300

当期純
利益

     161,951 161,951  161,951    161,951

自己株
式の取
得

        －    －

自己株
式の処
分

        －    －

株主資
本以外
の項目
の当期
変動額
（純
額）

         5,893 5,893 23,200 29,093

当期変動
額合計

19,892 19,884 － 19,884 △549 130,200 129,651 － 169,428 5,893 5,893 23,200 198,521

当期末残
高

430,947 412,879 61,980 474,859 1,856 647,607 649,463 － 1,555,270 5,893 5,893 23,200 1,584,363
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。)。

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法により算

定）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～34年

構築物　　　　　　　　　　15年

工具、器具及び備品　　３～15年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存

価格を零とする定額法によっております。

 

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

　なお、当期末においては貸倒引当金として計上すべきものはありません。

 

５．収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース（転リース）取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に転リース差益を売上高に計上しております。

 

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

(3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理による金利スワップであるため、有効性の評価は省略しております。

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してい

ます。

・財務諸表等規則第68条の４に定める1株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第75条に定める売上原価明細書については、同条第２項ただし書きにより、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項により、

記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同条

第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

 

（損益計算書関係注記）

　前事業年度において、注記事項「損益計算書関係」の「販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額」に

記載しておりました「法定福利費」「接待交際費」及び「支払報酬」は、科目を掲記すべき数値基準が、販売費

及び一般管理費の100分の５を超える場合から、100分の10を超える場合に緩和されたため、当事業年度より記載

を省略しております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、販売費及び一般管理費に表示していた「法定福利費」18,591千

円、「接待交際費」14,648千円、「支払報酬」16,277千円は記載を省略しております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

建物 777,084千円 749,085千円

土地 1,383,681千円 1,383,681千円

計 2,160,765千円 2,132,766千円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

１年内返済予定の長期借入金 141,372千円 174,048千円

長期借入金 1,519,855千円 1,221,300千円

計 1,661,227千円 1,395,348千円

 

EDINET提出書類

株式会社バリューＨＲ(E22470)

有価証券報告書

 93/105



（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

売上高　事務所賃貸料収入 12,564千円 13,329千円

売上原価　業務委託料 442,638千円 463,385千円

営業取引以外の取引高 12,534千円 12,684千円

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度17.1％、当事業年度20.2％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度82.9％、当事業年度79.8％であります。

　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年１月１日
　　至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日

　　至　平成26年12月31日）

役員報酬 73,482千円 76,750千円

給与手当 114,975千円 136,964千円

減価償却費 9,731千円 10,159千円

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成25年12月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額90,200千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成26年12月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額90,200千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

繰延税金資産    

減価償却費 1,741千円 1,469千円

敷金保証金償却額 990  2,230

未払費用 1,267  1,615

未払事業税 5,066  5,869

その他 1,743  1,737

繰延税金資産合計 10,807  12,922

繰延税金負債    

　圧縮積立金

　その他有価証券評価差額金

△970

－
 

△1,027

△3,263

繰延税金負債合計 △970  △4,291

繰延税金資産の純額 9,837  8,631

（注）　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

流動資産－繰延税金資産 6,730千円 8,154千円

固定資産－繰延税金資産 3,107  477
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等損金不算入項目 1.9  2.3

住民税均等割額 0.2  0.3

株式報酬費用 －  3.0

その他 －  0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.1  44.0

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成26年法律第10号)が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月

１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる

一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　なお、この税率変更による影響額は軽微であります。

 

（重要な後発事象）

１．連結子会社の吸収合併

　当社は、平成27年３月４日開催の取締役会において、平成27年５月１日を効力発生日（予定）として、当社の

連結子会社である株式会社バリューサポートを吸収合併することを決議いたしました。

 

(1）合併の目的

　当社グループにおいて、株式会社バリューサポートは平成14年７月以降、旅行事業を行っておりますが、当社

は、平成27年３月４日開催の取締役会において、同社において判明した不適切な会計処理に関する再発防止策及

び経営改善策として、同社の旅行事業のうち外販事業からの撤退を前提とした吸収合併を行うことを決定いたし

ました。吸収合併の効力発生日は、平成27年５月１日であり、同時期をもって外販事業は終了となる予定です。

　なお、同社の旅行事業（旅カフェ部門）については、当該吸収合併後も継続されますが、当社の内部統制シス

テムの下で管理することでガバナンス強化並びに経営資源の有効活用及び経営の効率化を図ってまいります。

 

(2）合併の要旨

①　合併の日程

合併決議取締役会 平成27年３月４日

合併契約締結日 平成27年３月４日

合併の予定日（効力発生日） 平成27年５月１日

（注）本合併は、会社法第796条第３項に定める簡易合併ならびに会社法第784条第１項に定める略式合併で

あるため、当社及び株式会社バリューサポートにおいて合併契約に関する株主総会の承認を得ることな

く行うものであります。

 

②　合併の方式、合併後の会社の名称

イ．合併の方式

　当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社バリューサポートは解散いたします。

ロ．合併後の会社の名称

　株式会社バリューＨＲ

 

③　合併に係る割当ての内容

　当社は株式会社バリューサポートの全株式を所有しているため、本合併による新株式の発行及び資本金の増

加、並びに合併交付金の支払いはありません。

 

④　消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　該当事項はありません。
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(3）合併当事者の概要

 存続会社 消滅会社

①　名称 株式会社バリューＨＲ 株式会社バリューサポート

②　本店所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目21番14号 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目21番14号

③　代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤田 美智雄 代表取締役社長 藤田 美智雄

④　事業内容

・バリューカフェテリア®システムの企

画・開発・運営・管理

・バリューカフェテリア®システムのASPに

よる保健事業支援サービスの提供

・健康管理・健康支援サービスの企画・開

発・運営・管理

・健康管理業務支援サービスの提供

・健康保険組合の設立支援、組合への人材

派遣

旅行業

⑤　資本金 430,947千円 25,000千円

⑥　直前事業年度の財政

状態及び経営成績
平成26年12月期（個別） 平成26年12月期（個別）

純資産 1,584,363千円 80,888千円

総資産 4,435,473千円 161,509千円

1株当たり純資産額 578円93銭 5,055円50銭

売上高 1,718,779千円 182,999千円

営業利益 341,103千円 9,991千円

経常利益 289,354千円 △26,335千円

当期純利益 161,951千円 △29,309千円

1株当たり当期純利益金額 61円59銭 △1,831円85銭

（注）株式会社バリューＨＲは、平成26年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。平成

26年12月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算

定しております。

 

(4）実施する会計処理の概要

 

　本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表

分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を実施する予定であります。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 935,507 8,836 － 944,343 183,306 37,159 761,037

構築物 707 － － 707 366 68 340

工具、器具及び備品 121,780 18,228 1,122 138,885 97,313 13,295 41,572

土地 1,383,681 － － 1,383,681 － － 1,383,681

リース資産 － 6,540 － 6,540 1,199 1,199 5,341

有形固定資産計 2,441,675 33,605 1,122 2,474,157 282,185 51,721 2,191,972

無形固定資産        

ソフトウエア 548,009 38,521 － 586,531 498,138 34,079 88,392

ソフトウエア仮勘定 4,864 33,848 38,712 － － － －

無形固定資産計 552,874 72,370 38,712 586,531 498,138 34,079 88,392

　（注）　当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

建物 本社追加工事 8,836千円

工具、器具及び備品 本社追加工事 5,924千円

 サーバー等情報機器 11,949千円

ソフトウエア WEB健診システム 20,978千円

 健診業務支援システム 8,953千円

 

【引当金明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社バリューＨＲ(E22470)

有価証券報告書

 98/105



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎年３月中

基準日 毎年12月31日

剰余金の配当の基準日
毎年６月30日

毎年12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない

事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載

する方法で行う。

公告掲載URL

http://www.valuehr.com

株主に対する特典

株主優待

　 毎年12月31日現在の株主名簿に記録された１単元(100株)以上保有の株

主の方に対し以下の株主優待を実施しております。

 ①当社の運営するカフェテリアプラン「バリューカフェテリア®」を年会

費(6,000円、税別)を無料でご利用いただけます。

 ②カフェテリアプラン(健康診断や各種健康関連サービス)でご利用いた

だけるカフェテリアポイントを保有株式数及び継続保有期間に応じて

贈呈いたします（有効期限は4月から１年間)。

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利及び株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の

株式を売り渡すことを請求する権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第13期）（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）平成26年３月28日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年３月28日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

　（第14期第１四半期）（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）平成26年５月14日関東財務局長に提

出

　（第14期第２四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月14日関東財務局長に提

出

　（第14期第３四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月14日関東財務局長に提

出

(4）臨時報告書

平成26年３月31日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

(5）有価証券届出書の訂正届出書

　平成27年２月17日関東財務局長に提出

　平成25年８月30日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

(6）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

平成27年２月17日関東財務局長に提出

　（第13期第３四半期）（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及

びその確認書であります。

　（第14期第１四半期）（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及

びその確認書であります。

　（第14期第２四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及

びその確認書であります。

　（第14期第３四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及

びその確認書であります。

平成27年２月25日関東財務局長に提出

　（第14期第２四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及

びその確認書であります。

(7）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成27年２月17日及び平成27年２月25日関東財務局長に提出

　事業年度（第13期）（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及

びその確認書であります。

(8）内部統制報告書の訂正報告書

平成27年２月17日関東財務局長に提出

事業年度（第13期）（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）の内部統制報告書に係る訂正報告書で

あります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社バリューＨＲ(E22470)

有価証券報告書

101/105



 

 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成27年３月27日

株式会社バリューＨＲ  

 取締役会　御中  

 

 明治監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 堀江　清久

 

 業務執行社員 公認会計士 来田　弘一郎

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バリューＨＲの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社バリューＨＲ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成27年3月4日開催の取締役会において、平成27年５月１日を効力発生日（予

定）として、会社の連結子会社である株式会社バリューサポートを吸収合併することを決議した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社バリューＨＲの平成

26年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社バリューＨＲが平成26年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は開示すべき重要な不備があ

るため有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

 

強調事項

　内部統制報告書に記載のとおり、会社の全社的な内部統制及び決算財務報告プロセスの一部に開示すべき重要な不備が

存在しているが、特定した必要な修正はすべて連結財務諸表に反映している。

　これによる財務諸表監査に及ぼす影響はない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成27年３月27日

株式会社バリューＨＲ  

 取締役会　御中  

 

 明治監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 堀江　清久

 

 業務執行社員 公認会計士 来田　弘一郎

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バリューＨＲの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

バリューＨＲの平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成27年3月4日開催の取締役会において、平成27年５月１日を効力発生日（予

定）として、会社の連結子会社である株式会社バリューサポートを吸収合併することを決議した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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